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令和３年度 第２回 岐阜市総合教育会議 会議録 

 

１ 日 時  令和３年８月３０日（月）１３時３０分～１６時００分 

２ 場 所  岐阜市役所庁舎 ６－１ 大会議室 

３ 出席者  柴橋市長、水川教育長、川島委員、足立委員、横山委員、武藤委員、伊藤委員 

４ 招聘者  株式会社情報通信総合研究所 特別研究員 平井 聡一郎 氏 

多治見市教育委員会 教育推進課 教育指導監 丸山 近 氏 

４ 傍聴者  一般１名、報道関係者２名 

５ 次 第  （１）市長あいさつ 

       （２）協議「各学校の共通課題の解決(施策の方向性・概要検討)」について 

       （３）その他 

６ 議 事 

 

（１３時３０分開会） 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○佐藤事務局長 

 只今から、令和３年度第２回岐阜市総合教育会議を開会いたします。本日、司会を務め

させていただきます、教育委員会事務局長の佐藤でございます。宜しくお願いいたします。 

 本日は、柴橋市長、水川教育長及び川島委員、足立委員、武藤委員、伊藤委員、また横

山委員にはオンラインにてご出席いただいております。皆様、本日は宜しくお願いいたし

ます。これより着座にて失礼いたします。 

 傍聴者の皆様に申し上げます。傍聴に際しましては、受付で配付いたしました傍聴人の

遵守事項に記載した事項の遵守を宜しくお願いいたします。 

 次に、本日の会議資料の確認をさせていただきます。皆様のお手元には、次第及び席次

表を紙資料で１枚置かせていただきますとともに、資料１から３、及び参考資料１、２を

タブレットに収納し、準備しております。不足等がございましたら、挙手願います。 

 それでは、次第に沿いまして会議を進めてまいります。まず、柴橋市長よりご挨拶をい

ただきます。 

 

○柴橋市長 
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 皆様、こんにちは。本日は令和３年度第２回の岐阜市総合教育会議にご出席を賜り、あ

りがとうございます。コロナ禍ということで、オンラインでのご出席の招聘者の方、横山

委員、また傍聴の皆様にもご苦労とともに、別室での傍聴ということでご理解、ご協力を

いただきまして、誠にありがとうございます。 

 いよいよ今日から、岐阜市内の小中学校の多くで２学期がスタートしております。教育

委員会でも色々とご議論いただきまして、やはりまず基本は、子どもたちの大切な学びを

しっかり保障していくということ、また学校は、学びとともに子どもたちの生活の場であ

り福祉の場であるという、学校が果たす様々な役割をしっかりと捉えつつ、一方で感染防

止対策はもちろん徹底し、子どもたちを守っていかなければいけないということで、今回

の分散登校とオンライン授業を併せた、ハイブリッド方式になっております。 

 こうした緊急事態宣言下で、現場の先生方には色々とご苦労をおかけいたしますが、一

番大事な子どもたちの学びを私たちがしっかりと守っていくために、引き続きご尽力をい

ただければありがたいと思います。 

 タブレットが導入されて１年近くになるわけでありますが、今回オンライン授業を実施

する中で、ぜひこれまで積み重ねてきていただいた様々な知見や取組みを大いに生かし、

ここからまた新しい岐阜市の教育の形を生み出していっていただければと思います。 

 本日の総合教育会議でありますが、前回は、部活動が果たしている大切な役割と、その

一方で先生方の長時間の勤務にも繋がっているという観点から、どう学校業務改革を進め

ていくかということで、多様なご意見を出していただきました。 

 本日は、引き続きこうした議論とともに、特に今、ＤＸということで国でもデジタル庁

が創設されますし、私たち基礎自治体も、これからデジタル化、様々な形でのオンライン

サービス等を国と共に推進していくことになります。このような中、学校業務改革に取り

組むうえでも当然、学校でのＤＸをどう進めていくかは非常に重要なテーマだと思います

ので、本日は、招聘者の皆様から様々なご提言をいただきながら、委員の皆様と忌憚のな

い意見を交わしてまいりたいと思います。どうぞ宜しくお願いいたします。 

 

○佐藤事務局長 

 ありがとうございました。 

報道関係者の皆様におかれましてはこの後、傍聴室へのご移動をお願いいたします。 

それでは次第の２、協議に移ります。本日のテーマは、「各学校の共通課題の解決（施
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策の方向性・概要検討）」について、でございます。 

 本日は会議の招聘者といたしまして、株式会社情報通信総合研究所 特別研究員 平井 

総一郎 様、多治見市教育委員会 教育指導監 丸山 近 様のお二方に、ご多用の中、オン

ラインにてご参加を賜っております。平井様、丸山様、本日は宜しくお願いいたします。 

 

○株式会社情報通信総合研究所 平井特別研究員 

 平井でございます。宜しくお願いします。 

 

○多治見市教育委員会 丸山教育指導監 

 丸山です。宜しくお願いします。 

 

○佐藤事務局長 

 本日の協議の進行といたしましては、まず、事務局よりご説明申し上げた後、続けて平

井様、丸山様の順にご講演を賜り、そしてその後、意見交換へと進めてまいります。 

 それではまず、事務局よりご説明申し上げます。皆様におかれましては、タブレット中

の資料１をご覧ください。これより、教育委員会事務局次長兼教育政策課長の野田がご説

明申し上げます。 

 

○野田次長兼教育政策課長 

 教育政策課長の野田でございます。事務局よりご説明をさせていただきます。 

 初めに、資料１の２ページをご覧ください。この資料の目次となっております。これら

５点について、簡潔に順に説明してまいります。 

 次の３ページへお進みください。まず１点目としまして、前回の協議における意見につ

いてでございます。前回会議では、学校業務改革の更なる前進に向け、スポーツ庁政策課

学校体育室長の藤岡 謙一 様を招聘者としてお招きし、部活動のあり方とＤＸの推進、２

つの論点についてご協議いただきました。 

 部活動の意義、役割については、子どもたちの心身の逞しい育成や教師個人の指導力等

の向上など、様々な意義や役割を挙げるご意見がございました。 

 また、部活動を取り巻く現状については、部活動が教職員の多忙の主要因の１つに挙げ

られていることや、競技志向の子どもたちは、クラブチームなど部活動以外の場で活動し
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ていること、あるいは、地域や民間の活力を導入する取組はいまだ十分ではないなどのご

意見がございました。 

 ４ページをご覧ください。部活動の地域移行については、これまでの教職員の尽力に頼

る部活動は、もはや持続可能ではなくなっていること、少年団などの地域コミュニティを

生み、また、子どもたちのサードプレイスになりうること、地域移行を進めるにあたって

は、スポーツ振興を担う担当部局が重要なポジションとなること、さらには、地域の担い

手にとって安定した環境づくりを行うための国の支援を期待していることなどのご意見が

ございました。 

 ５ページをご覧ください。他方、ＤＸの更なる推進に向けては、教職員のスキルアップ

とフォローが不可欠であること、ＩＣＴを活用して業務のやり方や手段そのものを改革す

る、真のＤＸの推進を目指すべきなどのご意見がございました。 

その他に、学校業務の改善点に関し、現在、家庭や教職員の負担となっている点として、

児童生徒の出欠席に関する電話での連絡、あるいは学習プリント等の印刷業務が挙げられ

ました。 

 ６ページをご覧ください。２点目、協議を踏まえた共通理解についてでございます。ま

ずその１点目として、教員の負担軽減を図るため、部活動のあり方を見直すとともに、子

どもたちの学びや経験の機会等をしっかりと確保することが重要であり、これらが両立で

きる仕組みを学校、家庭、地域が共に役割を果たし、実現していく必要があるということ

であったかと思います。 

 ７ページをご覧ください。共通理解の２点目として、競技志向にとどまらない部活動に

対する価値観の多様化や、スポーツ、文化活動を通じて繋がったコミュニティが地域の力

になることを踏まえ、部活動の地域移行を契機として、子どもたちも地域住民もその誰も

がスポーツや文化活動に生涯をかけて親しむことができる、そうした社会を実現していく

必要があるということであったかと存じます。 

 ８ページをご覧ください。そして３点目として、ＧＩＧＡスクール構想の推進は、児童

生徒の学びの充実と教職員の働き方改革、この２つが大きな柱であり、また、とりわけ働

き方改革を推進する上では、ＩＣＴを活用して業務のやり方や手段そのものを改革するＤ

Ｘの推進を図るとともに、ＩＣＴの活用が進まない教員へのフォローも行いながら、組織

全体でステップアップを図っていくことが重要であるということであったかと存じます。 

 ９ページをご覧ください。その上で、本市の部活動が目指すあり方とその実現に向けた
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課題について、整理いたしました。横軸が時間、縦軸があり方とその課題となっています。 

 短期的には、まずは喫緊の課題である学校教員の負担軽減を図るとともに、地域移行に

向けた受皿づくりに取り組むことが必要であると考えております。 

 またその後、短期から中期にかけては、まずは休日の部活動の地域移行、そして中期か

ら長期にかけては、平日の部活動の地域移行を目指していくことになると認識しており、

その実現に向けては、中段から下段に記載しておりますとおり、それぞれ課題があると考

えております。 

 １０ページをご覧ください。他方、ＤＸの推進につきましては、デジタル・シティズン

シップの浸透と学校現場の日常のデジタル化を目指すとともに、その実現に向けては、図

の中段にありますとおり、ＧＩＧＡスクールの更なる推進、学校教育デジタル環境の最適

化、学校教育デジタル人材の育成、大きくこの３つの課題があると考えております。 

 次ページ以降、１１ページから１８ページにつきましては、これらの課題を踏まえた施

策の素案を、その検討における視点と併せて、お示しさせていただいております。時間の

都合上、説明は割愛させていただきますが、後ほどの意見交換の際、ご参考にしていただ

ければと存じます。 

 最後に、１９ページをご覧ください。本日の協議の流れについてでございます。この後、

招聘者であります平井様、並びに丸山様からお話をお伺いし、休憩を挟んだ後、意見交換

に移る予定でございます。本日は、ＤＸの推進及び部活動のあり方の２つの観点から、学

校業務改革の推進のため、教育委員会等が取り組む必要がある具体的な施策、その方向性

について、ご協議をお願いいたします。以上で事務局の説明を終わります。 

 

○佐藤事務局長 

 それでは続きまして、平井様よりご講演を賜りたいと思います。皆様、タブレット中の

資料２をご覧ください。それでは、平井様、宜しくお願いいたします。 

 

○株式会社情報通信総合研究所 平井特別研究員 

 改めまして、こんにちは。情報通信総合研究所の平井でございます。 

 今日の私の話ですが、ポスト・ＧＩＧＡの学びを求めてということで、結局、ＤＸもそ

れから働き方改革も、全て根本としてはこれからの新しい学校の在り方ということになる

んですけれども、本日は、そもそもの話から、なぜ変わらなければならないのかというと
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ころに触れた後、では学びがどう変わり、その中で教員また学校は今後どのようにあるべ

きなのか、というところをお話ししていきたいと思います。資料が若干変わっている箇所

もありますので、できれば画面を見ながら、お聞きいただけるとありがたいと思います。 

 自己紹介として、私はもともと茨城県の教員でした。３３年間の公職のうち、学校で２

２年間、教育委員会で１１年間を過ごしました。退職後の現在は、現職とともに自分でも

会社を手掛けています。また、色々な自治体でＣＩＯやアドバイザーをさせていただくと

ともに、国では、今、経済産業省の産業構造審議会での部活動に関する検討に、委員とし

て関わっています。その他、ＤＸに関しては、デジタル庁の業務や文部科学省の教育情報

化専門家会議の委員としても、関わっているところでございます。 

 この会議に先立って、岐阜市の取組みについて資料等を読ませていただきましたが、本

当にまさにこれから日本の教育改革に取り組むべきところ、その核心を突いたような取組

みをされているのかなと思いました。特に、学びが変わるという点で、探究的な学びに触

れ、そのイメージを掴もうとされている。 

一方、そういった変化の中で、これまでの部活動というものが、特に中学校において、

様々な面での改革を進める阻害要因となっている部分があります。私はこれを一定程度、

改善することが必要だというように考える立場でございます。 

 この部活動改革というものは、同時にＩＣＴによる業務改革とセットになっているとこ

ろもありまして、この２つがうまく進むことにより、学校の探究的な学びも進むだろうと

いうように考えております。そしてこの改革は、これからの学校デザインにも影響する。 

また、これらは言わば全て手立てであり、そのベースとなる理念が本来あるべきだと思

います。岐阜市はそこに、自由の相互承認の考え方に通じる、教育大綱の基本方針を置い

ておられる。私は、熊本市のＩＣＴに関するアドバイザーもやっておりまして、苫野先生

とは熊本に行く際、お会いしたりお話もよく伺っています。 

彼の考え方、ベースにある哲学を具現化するためには、理念と実践がしっかりと伴わな

ければ、上辺だけの空論にしかなり得ません。それに対して、確かなベースの理念に沿い、

実現の方策・姿勢を具体的な形にしながら進んでいる岐阜市の姿は、私自身も非常に参考

となりました。 

 では、本題に入ります。ポスト・ＧＩＧＡということで、そもそもＧＩＧＡスクール構

想とは、新しい学習指導要領の目指す学びを実現するための環境整備を行うものでした。

私も、ＧＩＧＡスクール構想の推進にずっと関わってきた中で、基本構想策定のお手伝い
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もしてまいりました。それもやはり、これからの学びの姿をこうしていくのだという理念

があり、そこに向かって進化していかなければならない。未知で広大な世界にこれから飛

び出していく子どもたちを支えるために、革新的な扉、これを用意しましょうというもの、

これがＧＩＧＡ（Global and Innovation Gateway for All）だったのです。 

これまでもタブレットやＰＣの整備は進められてきていましたが、for allではなかっ

たんですね。自治体や学校によって、揃っていたりいなかったりと差が生まれていた。こ

れを一つ、日本全体で平等に揃え、for allを実現しましょうと強く推進したのが、ＧＩ

ＧＡスクール構想です。これにより、今、環境が順次整ってきました。 

 活用のフェーズについてお話しします。ＩＣＴ機器を整備する段階から活用のフェーズ

に変わる、ここから学校の本当の底力が問われることになります。結局、ＤＸとは何かと

言えば、データのデジタル化なんですよね。コンピューターで処理できるようにしましょ

うということです。今までアナログでやってきて、先生方が手作業で一生懸命やっていた

部分も、コンピューターを使って補える部分は任せましょうとなり、そしてその中で、今

まで見えなかった景色が見えてくるようになったりする。これがデジタル化の良さです。 

 このような教育のＤＸを一層進めていくということで、文部科学省も今年の４月から、

教育ＤＸ推進室を設置しました。国を挙げて、社会のＤＸと同時に教育も変えていきまし

ょうという機運は、これまでになく高まっています。 

 学校、授業での学びが変わる。そして学校全体もＤＸで変わっていく。それにより、子

どもたちの未来が変わることになります。教育委員会には、一つひとつの施策の先にある

ビジョンを見据えた対応が求められています。どんな未来を子どもたちに用意するのかを

具体的にイメージできなければ、進む方向を間違ってしまうということです。その点、岐

阜市の取組みはビジョンがはっきり示されており、あとは具体的にどういった手立てでや

るのかというところが、今回の議論のポイントなのだろうと思います。 

 少し見辛いですが、ここにたくさんの仕事が列記してあります。よくセミナーでもお示

しするのですが、これらは、これからの将来無くなってしまうとされている仕事なのです。

マニュアルがあればできる仕事、ルーティンでやれるものは無くなっていきます。マニュ

アル型の仕事はＡＩが、ルーティンの仕事はロボットがやってくれるようになります。で

も、これはもう仕方がないんですね。どんどん社会が変化しているのだから、消える仕事

はたくさんあります。 

 むしろ問題なのは残る仕事であって、つまり、学校は何のためにあるのかと言うと、社
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会に出て子どもたちが自立して暮らしていける、社会で活躍できるために、必要な力やス

キルをしっかりと育んでいくためなのです。だから、これからの社会の中でも残るであろ

う、人の力が必要な仕事に就いたり、その仕事で活躍するために必要なスキルを育ててい

くことをしっかり考えないと、学校の学びと社会が乖離してしまいます。 

学校と社会は、常にリンクしていくということが大事です。どこの国のどの学校へ行っ

ても、必ず管理職が社会とのリンクという言葉を口にします。ここは重要なポイントにな

ると思っています。 

 では、これからの仕事に必要な力とは何か、私はまずその１番目は、コミュニケーショ

ン能力だと思っています。これは、ただおしゃべりであれば良いわけではなく、自分の考

えを文字、言葉、プログラム、画像、図など様々な形で表現して相手に伝える力、そして、

相手のそういったコンテンツから相手の考えを読み解く力、これらが必要です。 

現在のコロナ禍の中で、これらの力についての要求水準は、さらに上がっているように

思います。つまり、今日もオンラインでこのように話していますが、対面でのコミュニケ

ーションだけでなく、オンラインでのコミュニケーション、チャットやメールでのやり取

り、これらが両方できなければ、これからは適切なコミュニケーションがあるとは言えな

い状況になっていくでしょう。 

 実際、私は１年以上、この自宅で仕事をしています。ちなみにどういう環境でやってい

るかというと、こんな様子です。ほとんどスタジオのようですよね。こうやってカメラを

切り換えたり、後ろにグリーンバックのスクリーンを置いたり、より便利なツールと環境

を追求しながら、コミュニケーションの質を高めることに取り組んでいます。今後は、学

校にもこういった環境が必要になるのではないかと思っています。オンラインでのコミュ

ニケーションの場面が益々多くなっていく中、こういった環境整備がコミュニケーション

を柔軟にし、促進してくれるのではないでしょうか。 

 例えば、現在学校にはコンピューター室がありますが、あまり使わなくなっている。し

かし、このコンピューター室はマルチメディアルームへと変わり、様々のアウトプットの

場所になっていくでしょう。コンピューター室はもう使わないからと無くしてしまうので

はなく、新しい形に発展させることが必要だと考えています。 

 もう一つ、マニュアルがあればできる仕事、ルーティンの仕事はこれから無くなってい

きます。つまり、残る仕事はクリエイティビティが求められる仕事になります。ゼロから

物を創り出す力です。しかしそういった力には、極めて高度な、もしくは特殊な知識や技
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能を背景に持つこと、スペシャリティが求められるようになっていきます。 

 このスペシャリティが伴う仕事をこなすため、何としてでもそれを獲得しようとする、

意欲が必要となってきます。また、獲得するためのスキルも必要となります。 

そしてまさに、これに応じるように学校も探究的な学びや問題解決型学習といった形で、

覚える学びから自分で獲得する学びへと転換していくことが求められる。一人ではなく、

グループで、チームで学び、獲得するということもあるでしょう。これからの実社会にお

いても、チームで仕事をしていく機会は更に増えていく、そのような状況にあるのではな

いでしょうか。 

 つまり、社会がこのようにして変わっていくのとともに、学校の学びが変わる。社会の

求めているスキルが変わるのだから、それに合わせて学校の学びも変わるということにな

ります。ここが一番大事なポイントであると思います。学校は変わらなければならない。

 おそらく、さきほどお示ししたようなスキルは、先生が黒板にたくさん板書し、これは

大事だぞ、試験で出るぞと教えられる、こんな授業で身につくものではないでしょう。 

 だからこそ、文部科学省は、新しい学習指導要領の中で、初めて学び方について言及し

てきたわけです。これが、主体的・対話的で深い学びという、アクティブ・ラーニングの

視点での授業改革です。子どもたちの生きる社会が変わるのだから、それに対応するため

に学びを変えていきましょうということになるわけです。 

 そんなこと言っても、結局は試験があるんじゃないか、困るよねとおっしゃる先生もい

ます。でも実際、試験の問題も変わってきているのです。今年の大学入学共通テストの作

成に携わった人間に言わせれば、知識を覚えて吐き出せば解けるような問題は、極力避け

たと言うのです。私なんかは当時の共通第一次試験の世代ですから、暗記で何とかなった

んですね。努力とがむしゃらな受験勉強で、何とかなってきたのです。 

でも、これからの子どもたちはそうはいかない。今回のテスト、私は社会、歴史が好き

なものですから、特に社会のテスト問題などは、本当にびっくりしました。解いていてワ

クワクするような問題だったんです。問題を解くうえでは、覚えていることだけではなく、

考えを巡らせ、色々な事柄をリンクさせながら解いていくということになります。 

 これこそが、今の学習指導要領が目指している、深い学びの姿なのです。既習の事項や

色々な教科で学んだことを関連させて、目の前の課題を解いていく。こんな学習方法に変

わってきました。がむしゃらな暗記の勉強、それから過去問をがんがん解くような勉強で

は、とてもじゃないですが解くことはできません。実際、政治経済の問題などでは、探究
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的な学びをやっていなければ解けないような問題も出てきています。 

 そしてもう一つ、コンピューターの話に戻りますが、２０２５年の全国学力・学習状況

調査から、中学校３年生がＣＢＴになります。２０２６年には、６年生がＣＢＴになりま

す。つまり、コンピューターで打つようになるのです。そうすると、キーボードで答えを

打ち込むことが必要となる。鉛筆で書くのと同じように、抵抗なくコンピューターを扱え

ないと困ることになります。 

 ここで大事な点は、２０２５年の中学校３年生は、現在の小学校５年生です。２０２６

年の小学校６年生は、現在の小学校１年生です。つまり、今小学校にいる子どもたちが、

５年後にはコンピューターを使って試験をやらなければならないのです。それに対応する

ことが求められます。ですから、今は書くこととコンピューターを使うことのどちらがい

いか、という問題ではないのです。鉛筆も大事だけど、鉛筆と同じようにキーボードで打

ち込めなければ、これは子どもたちにとって不利益になります。両立させていくことが必

須であり、だからやるしかないのです。ここに議論の余地はないです。 

 私もそうですが、我々大人たちはコンピューターを使うとともに、もちろん鉛筆もペン

も使いますし、時には音声入力も使います。要は、全てを使いこなせるようにならなけれ

ばならない。今社会に出ている私たちとは違い、これからの子どもたちは、今までの真面

目にコツコツであったり、一生懸命頑張ることに加え、今の時分から、将来を生きる新し

い力を身に付けなくてはならないというミッションが上乗せされてしまい、大変なわけで

す。だからこそ学校は、そうした子どもたちのための教育を創っていかなければならない

のです。 

 では、どうやって子どもたちの学びや学校を変えていくのか、これがまさに教育委員会

が今後取り組まなければならないところだと思いますが、このイラストをご覧ください。

何だか変な絵ですね。まず、遠く海の向こうには、グリーンアイランドという綺麗な島が

あります。そしてここに泳いでいる人、沖にいるサメを見ている人、旗にしがみついてい

る人の三人がいます。 

 まず、この泳いでいる人はスピードスイマーと言って、サメが来ようが何回でも、自力

でグリーンアイランドへ行けてしまう人です。ちなみにグリーンアイランドというのは、

オーストラリアのケアンズの沖にある島で、私も引率で何回か訪れたことがあるのですが、

景観が本当に素晴らしい島です。そこまで、どんどん行ったり来たりできるのがスピード

スイマー。ＩＣＴの活用で言えば、何も研修を受けなくても、どんどん自分の力だけで進
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展させていくことができる人かもしれませんね。 

 それに対して、シャークスポッター、グリーンアイランドへ行きたいのだけれども、い

やサメがいるから怖いよね、と少し躊躇してしまっている人です。まさにＩＣＴに対して、

やってみたいのだけれども、ちょっと私は苦手だからと躊躇っている人です。 

そして、旗にしがみついている人、フラッグポールハガーは、従来型の学習のままでい

いとなってしまっている人です。 

 学校には色々なタイプの先生がいます。今までのベテランの先生方が、俺は今までこれ

でやってきたんだと、どうしても思ってしまうケースがあります。ここで、このスピード

スイマーがどこかで船を見つけてきて、自分だけで行くのではなく、まずはシャークスポ

ッターを船に乗せる。そしてその次には、フラッグポールハガーも乗せるのです。そして、

皆でグリーンアイランドに行かなければなりません。自分だけでは駄目なのです。 

 では、どうすれば旗にしがみついている人を船に乗せられるか。そのためには、魅力あ

る船を造らなければなりません。皆に乗ってもらうには、どういう船を造ればよいのか、

この仕組みづくりが大事になるのではないでしょうか。 

これは、各学校単位で考えなければならないし、校長先生方が取り組むべきことと思い

ます。また、市全体で考えた場合は、教育委員会の課題となります。このしがみついてい

る人、躊躇っている人、この人たち全員をどうやって船に乗せるか。ここがポイントです。 

 そのときに、最近、私の友人がこんなことを言っていました。保護者や教員が、古い価

値観や経験で若者に物を言うことはいつの時代もあることだが、それは大きな弊害となる。

もしここで、若者の未来について皆の思いを共有することができたならば、おのずと保護

者も教員もアンラーニングできる、そう言っていました。 

先ほどお示ししたように、これからの子どもたちは、これまでとは違う、変化の激しい

社会を生きていくこととなります。自分たちがこれまで考えていた未来と、今目の前の子

どもたちが迎える未来は違ってくるのです。どこを目指していくのか、どんな社会を生き

ていくのかということを皆が共有することにより、皆で船に乗ってグリーンアイランドへ

渡ろうというマインドセットの変化を起こせると思います。 

 これからのポスト・ＧＩＧＡを進めていく中で、私が今よく言っていることは、まず使

う、とにかく使う、いつでも使う、どこでも使う、自由に使う、まさにこれです。まず使

う、とにかく使うためにはハードルを下げて、こんなことでいいんだ、これならできそう

というところからスタートすることになります。岐阜市は既に導入が完了し、まず使う、
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とにかく使うという段階もそろそろ卒業する時期かと思います。 

 まずは、とにかくハードルを下げて取り組むのだけれども、いつまでもここで止まって

いてはいけない。その先を見据えていくことになります。私はこういうときに、よく脱３

級と言います。例えですが、英検って３級と２級の間に、壁があるんです。３級までは、

中学生でも普通に取ることができる。ところが２級が難しい。ぐんと難易度が上がる。 

これをＩＣＴの活用で言えば、３級は、先生が指導する学びの中でのＩＣＴ活用、つま

り黒板やホワイトボード、紙のドリルの代わりといった、これまでの既存の学びの中にと

どまっている使い方です。 

それに対して、新しい学習指導要領で目指す、主体的、対話的で深い学びであったり、

オンラインやクラウドを駆使した自由なコミュニケーションの中での学びというものが、

まさに２級です。この３級から２級へのステップアップが、今、必要なのです。 

 そのためには、まずは小さく始めるのだけれども、大きく育てる。この大きくの部分の

ビジョンを明確に示すこと。これからの学びはこうだよ、だからこそＩＣＴをこうやって

使うんだよということを、リーダーたちがまずしっかり押さえた上で、先生方は、今回の

ゴールはここまで、来年はもう少し進んでここまで、と着実に変わっていく。そのように

考えています。 

 ＩＣＴに関して色々な指導計画を作られている学校がありますが、これらの指導計画は、

おそらくこれから数年間に亘っては、毎年暫定版のようになると思います。例えば、今年

の６年生は、岐阜市の場合は１年間使ってきた６年生、でも、来年の６年生は２年間使っ

てきた６年生ですよね。どんどん活用レベルが上がっていくのです。だから見直しが都度

必要であって、暫定版なのです。毎年進化していくということになります。 

 つまり、知識伝達型の授業や、単純なインプットとアウトプットを繰り返す、横流しの

授業から変わっていくということです。変わっていくためには、授業そのものがアウトプ

ットのある学びに変わらなくてはなりません。先生が話すのではなく、子どもたちがどん

どん喋る、発言する授業です。自分の言葉で説明ができなければ、本当に理解していると

は言えない。とにかく子どもたちに喋らせる、話をさせる。言葉に出して、皆に自分の考

えを伝えるのです。勿論、お互いに考えを出し合って聞き合うことも含めてです。こうい

う時間を創っていくのです。これが、これからの学びの姿です。 

 これからの学び方は、探究的な学びをベースとしたものとなっていきます。そうなった

場合、課題に対して、まずは必要となる情報を収集するため、読んだり、聞いたり、調べ
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たりと、情報集積の過程が必要です。検索する、ググ
・ ・

るのです。だから、教室の中でタブ

レットを使うときに、みんなで調べてみようではなく、個々で分からないことがとあれば、

いつでもパッと出してすぐ調べる。そしてなるほどねと理解し、また引っ込めればいいわ

けです。使うべきときを自分で判断し、当たり前にＩＣＴを使う。そして、集められた情

報を基に、自分で再構成、再構築して、自分なりの答えを導き出し、アウトプットするよ

うになる。これは、話したり、書き表したり、作ったり、体育や音楽ならプレーしたりと

いうことです。こういったアウトプットが主役の学びを意識してやっていければ、恐らく

授業は変わります。 

 このスライドは、三人組で問題を解いている様子です。全員で問題を解いた後、一人の

生徒が残り二人に、自分はプロセスごとにこうやって解いたということを説明しています。

全体に向かって発表するのではなく、まずグループの中でお互いに説明し合っている。一

人ひとりのアウトプットの時間をしっかり確保するということです。これは非常に効果的

でありながら、ある意味、省エネです。先生は楽です。授業の組立ては大変ですが、先生

が説明するのではなく、子どもたちに委ねるということが大事です。 

 このときに、今までの知識伝達型の授業であれば、先生の話す時間が多いです。７：３

ぐらいでしょうか。これでは駄目なのです。これからの学びの場合は、ここを３：７で、

子どもたちのアウトプットの時間をしっかりと確保することが大事になります。授業中に

先生が喋ってばかりの授業は、基本的に駄目です。いかに子どもたちが喋るか、もしくは

じっくり考えるかということです。 

 ただ、いつまでもこれだけでは駄目なのです。まずアウトプットに切り換えることは大

事だけれども、この次のステップがあります。駄目な授業の典型として、誰かが発表する

とき、「答えは～です、いいですか」「いいです」「はい、拍手」とやりがちですが、

「はい、拍手」で終わったその瞬間に、思考は途絶えてしまいます。そうではなくて、こ

こで他の子からのフィードバックを受ける、これが必要なのです。 

 私はよく色々な国へ行くのですが、これを見てください。このポスターは、インドのあ

る研修センターで見つけたものです。先生が真ん中に立って進めている授業では、後ろの

方で子どもたちが寝ています。反対に、先生が子どもたちの後ろにいてファシリテートし

ている授業は、子どもたち中心の授業になっていて、子どもたちの様子も全く違っていま

す。こうした教員主導から学習者中心の授業への転換という問題は、日本だけでなく世界

中の教育課題なのです。 
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 これを教育先進国とされるフィンランド、オランダ、デンマークなどは、日本より先に、

１０年、２０年、３０年前から取り組んできたんですね。これらの国は、一歩も二歩も先

に行っています。でも、日本もやっとＧＩＧＡスクール構想で、ＩＣＴ環境が整いました。

おそらくＩＣＴ環境については、今の日本は世界の中でもトップクラスだと思います。こ

の強みを活かし、新しい学びを実現していくことによって、もう一度日本の教育は世界の

トップに行けると信じています。 

 これはアウトプットを行っている様子ですが、これからは動画で表現できることが、重

要なスキルとなっていきます。最終的には、プレゼンから動画に変わっていくのではない

でしょうか。 

 例えば、これは理科の授業で天気のことを学んだので、自分たちで天気予報の番組を作

ってみたというビデオです。天気のことを学ぶだけでなく、最後にこうやって動画を作る

というアウトプットがあるとなれば、きっと必死になってインプットするでしょう。自分

たちでこれを作らなければならないという最終的な課題に向かって、そのために必要なイ

ンプットをする。そして、実際にアウトプットしたものについても、他の子からフィード

バックをもらうということになります。 

 こちらは高校生ですが、物理であったり、古典であったり、数学であったりと色々な授

業で、自分たちが学んだ内容を改めて動画にしてまとめているというものです。自分で完

全に理解できていなければ、こうした説明や表現はできないでしょう。とても有効なアウ

トプットだと思いますし、こうした実践は自然と広がっていくのではないでしょうか。 

 ちなみに、なぜそんなに動画なのかと言いますと、例えば、東京都日野市の職員採用試

験では、書類選考に加えて動画選考がなされます。つまり日野市は、市職員が自分で動画

を作れる、表現できる人でなければ、要らないというわけです。 

 もう一つ、慶応大学の湘南藤沢キャンパスは、日本で最初にＡＯ入試を実施しましたが、

今はそこでも３分間のプレゼンテーションビデオの提出が必須となっています。つまり、

３分間のプレゼンテーションビデオを自分で作り、表現することができなければ、受験す

らできないわけです。こんな時代なのです。 

でも、３分間で自分のことを表現しろと言われたならば、きっとコミュニケーション能

力が必要ですよね。また、どこにもそんなモデルなどありませんから、自身のクリエイテ

ィビティをフルに喚起しなければならない。そして、動画を作るというスペシャリティな

知識・技能も必要となります。 
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 “覚えるから考える”へ、“答えを出すから問題を見つける”へ、今どんどんと学びが

変わりつつあります。最近これをよく見せるのですが、これは、大谷翔平君が実践した目

標達成のマンダラチャートというものです。ど真ん中に、ドラフト１位８球団と書いてあ

ります。彼は、これを高校１年生から考えやり始めました。すごいですよね。ドラフト１

位になるためには、運が必要だ、その運を獲得するためには、ごみ拾い、挨拶、プラス思

考など、色々なことを考える。これらを全部考えて実行したからこそ、今、彼は大リーグ

のマウンドで投げながら、バッターボックスにも立っています。 

 もちろん大谷選手もすごいですが、彼にこれをやらせた先生もすごいです。彼の今の活

躍の背景には、学校の教育があるのです。野球部の監督さんが、彼にこういう考え方を学

ばせなければ、彼の今はなかったかもしれません。つまり、これからは考え方を考える、

how to thinkということが大事になります。ここに、今回の学習指導要領でプログラミン

グ教育が小学校に導入された理由を求めることもできるでしょう。 

 この手順を曖昧性なく書くということが、日本人は苦手なのです。日本語というものは、

曖昧な表現でも察してくれるだろうという世界ですから、算数、数学の証明問題のように、

分かり切ったことを書くことは、皆さんにとっても結構難しいのではないでしょうか。 

過程の手順を追い、順番に、明確に説明する。今後、先ほどのスライドの生徒のように、

数学の問題の解き方を、手順を追ってプロセスごとに説明するような、そんなスキルを身

に付けるトレーニングも必要となるでしょう。だから、プログラミング教育をやっていく

んですね。 

 ちなみに、プログラミングに関して言えば、２０２５年の大学入学共通テストから、教

科として情報が入り、プログラミングが試験に出題されることとなります。つまり、今の

中学校２年生が大学を受験するときには、プログラミングが入試の科目にあるというわけ

です。そうすると、今、中学校でどれぐらいプログラミングを学んでいるのですか、とい

うことが問われてきます。しっかりとやってきた子とそうでない子、ちゃんとやってきた

学校とそうでない学校の差というものが出るのではないかと、少し心配しています。 

 そして探究ですね。探究的な学びの中では、データを活用するスキルがポイントになり

ます。実は、算数、数学の中で学ぶ内容、領域の大きな変更点として、データの活用、つ

まり統計教育が大きく取り上げられました。これが小学校から高校まで続いていきます。

日常生活の問題解決のために、データの特徴や傾向に着眼して情報を捉え、根拠を持って

筋道を立てたり、統合的、発展的に考えたりする。これを小学校の算数、１年生からずっ
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とやっていくのです。 

問題を把握し、課題を設定し、その解決のためにどんなデータを集めればいいかを考え、

計画的にその情報を収集する。データを集めたら表、グラフにし、そこから特徴や傾向を

掴んで、結論を導き出す。これらはまさしく、探究的な学びのプロセスそのものです。こ

の算数、数学でのデータ活用の経験は、他の教科での探究的な学びのベースにもなるわけ

です。こうした中で、表計算、スプレッドシート、こういったものを使わない算数、数学

の授業というものはあり得ません。 

社会が変わっていくことに呼応して、学校の学びもどんどん変わっていく。その中で、

このインプット、アウトプットとセットで、必ずフィードバック、振り返りが必要となり

ます。誰かがアウトプットしたとき、それが他の子どもたちにとってのインプットとなり

ます。また、他の子どもたちからフィードバックをもらうことが、アウトプットした子ど

もにとってのインプットになります。このインプット、アウトプット、フィードバックが

ぐるぐると回るような授業が、やはりこれからは大事になってくるのではないでしょうか。 

 そして、これを回すためのファシリテートを行う、先生方の役割が何より大事になりま

す。ＩＣＴ活用が進む中、先生方がまだ振り返りカードを配布して行うような事例も多い

ようで、そこはぜひ、例えばウェブアンケート機能を使い、フィードバックの量を増やし

ていくこともできるでしょう。 

 次の観点は、いつでも使うです。ＧＩＧＡスクールのＩＣＴ活用では、授業以外でもど

れだけＩＣＴ端末を使えるかがポイントになります。保管庫へしまうという学校では、駄

目なんです。文房具として、いつでも使う。例えば、子どもたちは鉛筆を持っていますが、

鉛筆を使うのは、授業中だけですか。それ以外の場面でも当たり前のように、日常的に使

っていますよね。だから慣れてくるわけです。 

 今やプラットフォームや業務システムはクラウド化され、オンラインでどこからでも繋

がることが可能です。先生方もこれまで色々な校務をコンピューターで行ってきましたが、

その中で、これからの授業以外での活用は、オンライン、またペーパーレス中心にシフト

していくことが望まれます。 

子どもたちは、特別活動、委員会活動、朝の会や学級会、生徒会の選挙だってオンライ

ンで行っています。そして、学校のホームページは、先生ではなく子どもたちが作っても

いいですし、お昼の校内放送も、オンラインで動画中継してもいいわけです。 

 これは東京都福生市のある学校の学級会の様子です。色々なデータを共有したり、自分
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の考えを表明したり、話合い活動の中でコンピューターが積極的に使われています。 

もちろん、教科の授業だけではありません。これをご覧ください。ある中学校の生徒会

選挙のポスターです。Googleクラスルームという、子どもたちがやり取りするクラウド上

のプラットフォームの掲示板のようなものですね。立候補の希望者がここへアクセスし、

そこで資料をもらったり届出したりするわけです。これで選挙をやる。投票も、電子投票

でクラウドでできます。格好良いじゃないですか、国会だってできないことを中学校がや

っちゃうんです。子どもたちは柔軟で、これから一層活用が進んでいくことでしょう。 

 また、現在のコロナ禍で、感染症対策はとても大変です。例えば、学校集会もこれまで

のように体育館ではできません。その中で、朝礼や生徒総会などの開催が難しいものを、

どんどんオンラインに変えていくことができる。こういったアイディアを、子どもたちは

どんどんやっていくわけですね。 

 部活動もこれまでは、例えば任意でＬＩＮＥのグループ機能を使ったりしていましたが、

今は学校で使用しているチャットやＴｅａｍｓでやり取りすることができますし、活用が

進む学校では、自分たちでそれを運営する形になってきています。 

 これは働き方改革にも関わることですが、職員会議はオンラインです。業務連絡なども

全てクラウドで共有し、必要最低限の時間にしていく。図書館や保健室の経営などにも使

っていく。ＰＴＡの中で使っているケースもあります。先生方のクラスルームでは、目的

別にやり取りするグループがあり、例えば、ある学校の地区では、校長会でクラスルーム

を使うとともに、校長先生同士の色々な会議でも活用しています。 

 これはオンラインでの個人面談ですね。先生は、教室からオンラインで個人面談、ある

いは二者面談、三者面談をやっていく。また先生方の研修、これは電子黒板の研修ですが、

実際の操作とテレビ会議システムを並行して使いながら、効果的に行っています。校内研

修も変わってきています。 

 私も実際、様々な研究授業に参加しますが、今はほとんどがオンラインです。教室内に

３台ほどのカメラが設置され、複数の角度から授業を見せてもらうことができます。そし

て、その様子に対して指導講評を行います。もう集まる必要はないのです。多くの人が

色々なところから集まれば、時間もコストもかかります。校長会など、これまで多くの人

が集まっていた機会は、ほとんどオンラインで代替できるのではと思います。 

 これは授業参観のお知らせですが、ＺｏｏｍのＩＤが記載されており、これで授業を公

開するわけですね。それと連動して、保護者会もオンラインでやります。こんな姿に変わ
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っていくわけですね。 

 つまり、授業でのＩＣＴ活用というフェーズにとどまらず、学校全体のデジタル化へと

さらに進んでいくわけです。子どもたちも、先生も、保護者も、どんどん今のテクノロジ

ーを道具として使っていくわけです。 

 ただ、そのときに困ることとして、自治体によってはセキュリティーポリシーが厳し過

ぎる場合があります。オンライン授業のために持ち帰ろうと思っても、規定のＷｉ－Ｆｉ

接続以外は禁止だったり、余計なトラブル防止のため持ち帰り自体が禁止であったり、そ

んなところもあるのです。これでは、地域間・学校間の格差は広がっていく一方です。 

また、管理にあたる先生方の気持ちの部分が、壁となっているような事例もあるように

思います。ここのマインドセット、気持ちを変えていくという仕掛けが、必要なのではな

いかと思います。この考え方が転換されることで、これからの学校のＤＸが可能となって

いくと思います。 

 次は、どこでも使うです。持ち帰りは、もう当たり前です。今回のような緊急事態宣言

下でのオンライン授業だけでなく、常に持ち帰ることで、授業外でもオンライン環境を活

用し、家庭での学びと学校での学び、これらをうまく組み合わせた立体的な授業デザイン

ができるようになります。 

 例えば、学校で色々な数と式の計算を学んだら、その定着を図るためのＡＩドリルは、

家庭でやればいいと思います。ＡＩドリルなら何回でもやり直しができるし、今のことが

できなかったならば、理解度に合わせて遡って学ぶこともできます。さらに、できる子は

先に進んだり、発展にチャレンジすることもできます。 

 また、ＮＨＫｆｏｒＳｃｈｏｏｌなどのオンデマンド教材を活用することもできます。

授業では時間の限りがあり、１回しか見られませんが、これを明日の授業の予習として、

事前に視聴することにすれば、その子の理解度に応じて、何回も見ることができます。そ

の予習でメモを取り、学校でそれを題材に対話をする。 

他にも、例えば授業後のレポートなども、家で書いたっていいと思います。授業内で無

理やりレポートを書かせようとすれば、つい残り何分なんて急かしてしまいがちですよね。

家で書いてオンライン上から提出できるようにすれば、自分なりに納得いくまで、良いも

のを作ることができます。家庭での学びと学校での学び、これらを組み合わせた学びが、

一人一台環境とクラウド化のもとで十分可能になるということです。 

 そして、学ぶ内容に応じた、学び方の多様化も図られる。技能面はＡＩドリル、知識・
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理解はオンデマンド教材、アウトプットならプレゼンや動画作成、これらは全部、家でで

きるじゃないですか。こうやって家でできることと、学校でしかできないこと、まさに他

の子どもたちと対話しフィードバックを受けるようなやり取りですね、この住み分けをし

ていくということになります。 

 今後、緊急事態宣言下で完全オンライン授業が行われる場合もあるでしょうが、その場

合は、いかにこの本来の住み分けを家だけで充足させるかです。まず、黒板で板書しなが

ら説明する様子をずっとＰＣカメラで撮り、４５分間配信するような授業は、まずやめた

方がいいです。また、動画をつくって見せるという先生もいましたが、あれもやればやる

ほど、段々その動画は短くなっていきます。ちなみに私の友人は、大体３分で作っていま

した。 

オンライン授業の中でも、先生が話す時間、子どもたちだけでやる時間、そして最後に

はまとめの時間を取る。そのとき、結果を一人ひとりがスライドにまとめることなどをす

れば、他の子からのフィードバックが簡単にもらえる。自分のまとめたスライドに、他の

子が見てコメントを加えたりすることができる。クラウドだからできることですね。この

データの共有は、今、学校に用意されているタブレットでも簡単にできます。これらも使

いながら、これからは先生方が新しい授業をデザインしていかなければならない。 

 どこでもできるということは、大きな業務改革になりますよね。業務内容に応じて、働

く場所は学校だけでなくても良いと思います。例えば、成績やセンシティブな情報を扱う

ときはやはり学校が安心ではありますが、正直、家でも構わない業務だってありますよね。 

あまりこんなことを言うと、家でもまた働かせるのかと言う人もいます。でも、どうせ

学校で遅くまで残ってやるのならば、定時で帰り、家で家族と食事をしたり、子どもたち

と遊んだりして、それが終わってからやってもいいんじゃないでしょうか。どこでやるか

ということです。これからは、こんなことも考えていかなければならない。そして、法的

な制限など難しい面もあるでしょうが、その先には、在宅勤務といったことも一つのあり

方として考えていくことになろうかと思います。 

 そうなってくると、学校の校務支援システムのクラウド対応が、必須となってきます。

でもなかなかこれが無くて、今はまだ数社でしかリリースされていない。このクラウド対

応と、個人情報保護に関するセキュリティーポリシーの改定が必要です。 

 文部科学省は今、クラウド・バイ・デフォルトということで、これらをどんどん進める

方向性を打ち出しています。行政のパブリックな情報などではそれが難しいこともあり、
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総務省の姿勢は少し厳しいようですが、文部科学省は、積極的な推進姿勢を示しています。 

 校務支援のクラウド対応、これが今後のポイントとなるでしょう。これは色々なところ

とデータ連携を行うためにも必要です。学校内にサーバーを置き、個で管理する手法では

限界があります。特に、データを連携させていくにあたっては、障壁となります。 

 先生方の実際の声をお聞きすると、出席簿がネックだと言われます。先生の校務の一番

のポイントは、出席簿です。毎日使っているこの法定帳簿を、どんどんどこでも使えるよ

うにする。また、保護者からの連絡がメールで来たらそのまま反映されるような、そうい

う利便性を高めていくことが望まれます。ここまでやらなければ、校務支援システムとし

て、十分ではありません。 

 そして最後、自由に使うです。これは脱ルール、まさにデジタル・シティズンシップで

すね。校則で縛るのではなく、自分で考えて、判断して行動する。これは、今回の学習指

導要領が目指すところにも通じていると思います。 

 導入当初は、子どもたちは色々やらかしてくれると思います。でも、多少のやらかしは

笑い飛ばせばいい。ここでがちがちに管理してしまうと、先に進めなくなってしまいます。

だから、ルールで縛るのではなく、自分自身で考え行動する子どもたちを育てる。この最

終目標の姿を見据えつつ、今の教育ビジョンを形成すること、これが大事だと思います。 

 私も色々な著書に携わってきましたが、最近、３０人ぐらいの教育エキスパートと力を

出し合って、このような本を作りました。授業のベースを作る、管理していく側が、やは

りマインドをリセットして変わらなければならないと思い、完璧に管理職向けに書かれて

います。これからの管理職が、リテラシーとしてＩＣＴとは何かを理解し、そのもとで目

指すべき方向性をしっかりと見定めていく。管理職や指導主事など、学校を牽引するリー

ダーから変わることが、まず求められると思います。 

 学びを変え、学校を変えるのは、先生方です。その先生方が同じ方向性を共有し、そこ

に向かって皆で取り組むことにより、子どもたちの未来が変わります。私は、いつも最後

にこれを言って終わっているのですが、とにかくやってみること。やらなきゃ分からない

んです。やってみて駄目ならば、撤退する。やってみてうまくいけば、どんどん進める。

今は、まだまだ試行錯誤の段階かと思います。 

 そういった点で、現在、本当に多様な取組みをされている岐阜市の今後には、私も期待

しておりますし、不登校特例校である草潤中学校は、私もぜひ一度見てみたいと思う、素

晴らしい取組だと思います。私もまた色々と学ばせていただきたいと思います。どうもあ
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りがとうございました。終わります。 

 

○佐藤事務局長 

 平井様、ありがとうございました。平井様におかれましてはこの後も引き続き、最後ま

でご参加いただきます。宜しくお願いいたします。 

 それでは続きまして、丸山様よりご講演を賜りたいと思います。皆様、タブレット中の

資料３をご覧ください。それでは、丸山様、宜しくお願いいたします。 

 

○多治見市教育委員会 丸山教育指導監 

 多治見市教育委員会の丸山と申します。それでは、学校部活動とジュニアクラブの活動

について、私からお話をさせていただきます。お手元のプレゼン資料に沿ってご説明いた

します。どうぞ宜しくお願いいたします。 

 まず、簡単に多治見市の概要ですが、人口は１０万人ほどで、学校は小学校が１３校、

中学校が８校あります。中学校は、５３４名という東濃で比較的一番大きな規模の学校か

ら、１１８名という小さな学校まで、様々ございます。 

現在、学校部活動は文科系も含め、市内全部で１１２、なおここから今年度の３年生の

退部等で若干その数は減りました。また、クラブ数は８９で、多治見市では、学校部活動

とこのジュニアクラブの二本立てで活動しております。 

 最初に、まず学校部活動について簡単にお話しいたします。学校部活動については、全

国的に行われている部活動と同じで、学校の管理下において活動を行っています。 

他市と少し異なる点として、多治見市の場合は、現在でも全員加入制を取っております。

これは、異学年の仲間が互いに理解し合い、所属感を持ちながら、深い絆を作りながら一

つのことに向かって高め合う。そんな姿を大事にしたいということで、現在も全員加入制

を取っております。 

 活動については、コロナ禍の影響で朝の活動はできておりませんが、放課後１７時、も

っと厳密に言いますと、１６時４５分という下校時間を市内は設定しており、ここまでが

学校部活動として活動する時間です。 

指導者としては、学校の教職員が、そして大会については、夏の中学校体育連盟の大会

のみ、学校部活動として参加しております。保険については、学校等で通常加入するスポ

ーツ振興センターの保険を活用しています。 
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 次に、ジュニアクラブ活動についてお話しいたします。これにつきましては、学校管理

外の活動ということで、保護者が設置したクラブという形式を取ります。活動については、

学校の施設をそのまま利用しておりますが、学校開放が行われる１９時まで、この時間を

ジュニアクラブの優先活動時間として、使用料が免除された状態で活動しています。 

学校部活動が全員加入制であるのに対し、ジュニアクラブについては、自由加入制を取

っております。活動については、先ほどご紹介した下校時間以降の１９時まで、それから、

休日祝日等を、ジュニアクラブの活動としております。 

 指導者については、それぞれ社会人指導者、地域の人たちがクラブでの指導を支えてく

ださっています。この中には、地域指導者という形で参加している教員もいます。 

大会については、それぞれのスポーツ協会が主催する大会に出場し、休日の練習試合等

は全て、ジュニアクラブとして活動しております。保険につきましては、一般に加入でき

るスポーツ安全保険を利用しています。 

 生徒によっては、学校部活動とジュニアクラブで違う活動をしている者や、自分の学校

では陸上部に所属しているが、野球部がないので、近隣の学校のジュニアクラブで野球を

しているという者もございます。 

 次に、部活動からジュニアクラブへということを書きました。移行の仕方です。これは

先ほど申し上げましたが、１６時４５分で一旦学校を閉め、そこから改めてジュニアクラ

ブを開始します。部活動だけの加入者もおりますので、その者たちは、部活動が終わった

４時４５分を以て、下校します。そして、１７時からは当番制で保護者が来校し、保護者

主体によるジュニアクラブ活動へと移行します。 

 活動場所は学校施設ですので、学校関係者がジュニアクラブに入っている場合は、こう

いった方が施錠しますが、学校関係者が入っていないクラブの場合は、保護者が責任を持

って鍵の施錠等を行っている例もあります。 

 続いて、なぜこのような２つの形での実施になってきたかということですが、今から約

２０年程前、人口減少で子どもたちの数がどんどん減っていく大きな問題を抱える中で、

平成１２年に専門委員会を設置し、その対策について検討を行いました。現在抱えている

学校部活動の問題点、課題を洗い出すとともに、子どもたちが専門的な指導を受けられる

機会の確保、青少年の健全育成に向けた環境整備として、地域を挙げてどうしたらいいの

かということを、校長会及び教頭会、部活動顧問、保護者、体育協会、体育指導委員、そ

して文化を担当する文化振興事業団、市の生涯学習課、それから教育委員会が集い、議論
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を深めました。 

 クラブ化の背景の１点目として、当時の委員会で出たお話を少し取り上げてございます。

まずは、少子化により全ての部活動を維持していくことは、今後困難になっていくという

こと。また市内に６００名規模の学校から１００名規模の学校まである中で、大きな学校

では当然多くの部活動の選択肢がありますが、小さな学校ではどうしても少ないというこ

と。それにより、小学校から取り組んできた種目が中学校の部活動にないため、その繋が

りが途切れてしまうということ。 

 それから、一般クラブ、例えばリトルリーグやサッカークラブ、個人が開くスポーツス

クールやその他の習い事、さらには趣味の時間を持ちたい、家庭の時間を大切にしたいと

いうように、余暇のニーズが非常に多様化してきているということ。一方で、部活動をや

るからには、やはり専門的な指導を受けたい、そう願う声が子どもや保護者から出されて

いるということ。 

 さらには、３年生の夏に中体連の大会が終わって引退した後、高校で再度その種目に取

り組もうとしたとき、この６か月間のブランクがネックとなってしまうということ。 

 そして、教員は一般的に３年から７年で異動するため、専門的な指導ができる教員の配

置次第で、部活動の充実が左右されてしまうということ。以上これらの点が、委員会で挙

げられた内容です。 

 クラブ化の背景の２点目としましては、当時、岐阜県教育委員会から社会教育・スポー

ツ振興を担当する社会教育主事が各市に派遣・配置され、東濃５市での横断的な生涯スポ

ーツの振興、また当時の総合型地域スポーツクラブの立ち上げが推進されました。 

 また平成１２年には、国のスポーツ振興基本計画が示され、総合型地域スポーツクラブ

の立ち上げ促進が本計画で謳われるとともに、続く平成１３年の岐阜県スポーツ審議会の

答申においても、学校部活動への地域参画の仕組みを導入することが推奨されました。 

 続きまして、多治見市の生徒数の推移を載せています。これは、当時の委員会でも示し

た数字でございますが、平成２年は５,０８１人いた生徒数が、平成２７年には２,９１０

人にまで減少しました。そして現在、令和３年度は２,６４６名となりました。 

 こちらは、平成１３年度当時、岐阜新聞に掲載された記事です。３年間で６１の部活動

が消滅したと伝えており、こういった状況からも検討の必要性が高まっておりました。 

さらに、部活動の実施についても幾つかの制約があり、その一つが児童生徒の運動競技

の基準というものでした。この基準の根拠となった昭和５２年の保健体育審議会答申が当
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時はまだ生きており、県外への練習試合や遠征といったことに一部制約が設けられていた

ことから、このことを問題提起する意見が保護者からも挙がっていました。 

 次のスライドは、平成１２年３月に出された岐阜県スポーツ振興審議会からの答申です。

その内容は、学校の部活等は月曜日から金曜日までの活動を基本とし、加入については希

望加入制を推進するといったものでした。 

 また、策定された当時のスポーツ振興基本計画においては、１０年間で全部の市町村に

少なくとも一つ、総合型地域スポーツクラブを立ち上げるという目標が定められ、多治見

市でも、学校が週５日制になることも含め、どうやって子どもたちの充実したスポーツ環

境を整備していくのか、これが一番の大きな論点であったと思います。 

 その後、本市でジュニアクラブ活動が開始され、それから約１０年たった平成２５年に

は、部活クラブ検討委員会を立ち上げ、これまでの取組みを振り返る中で、新たに直面し

ていた様々な問題について話し合う場を設けました。 

 当時の議論において、委員会から市長、教育長に対して３つの提言がなされました。そ

の１つ目は、クラブ指導者、保護者、学校の理想とする生徒像やスポーツ像を共有してい

く場を設けること、２つ目が、指導者バンクを立ち上げ、指導人材の確保・充実を図るこ

と、そして３つ目が、各クラブの規約を見直し、加入者が増加するよう努めることでした。 

 次に、クラブ化によってどういったメリットがあったかということですが、まず１点目、

顧問となる教員は、必ずしも専門的な指導ができる者ばかりではありません。一方、地域

の専門的な指導者のもとで行うことができるジュニアクラブのおかげで競技力が向上し、

全国大会まで行く子どもたちが増えてきたということがあると思います。 

 ２点目は、学校の枠を超えた活動の場を持つことができていることです。先ほど言いま

したが、小さな学校で選択肢のない子どもたちが、隣の学校のジュニアクラブに参加する

といった形で、活躍の場が確保できています。 

 ３点目と４点目、これは生徒と保護者、双方のニーズにも応えることだと思いますが、

多様な種目に挑戦し、取り組むことができる機会を広く確保できているということが、挙

げられます。 

 それから５点目は、教員のニーズに応えられるということで、ジュニアクラブでは保護

者の方が計画、運営、会計のこれらを全て担ってくださいますので、先生方の負担軽減に

もなっているということがあると思います。 

 ６点目は、多くの大人の目で生徒と関わることができるということです。学校部活動は、
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比較的教員だけで活動を進めていくことが多いですが、当然ジュニアクラブとなれば、３

０名の部員がいれば、３０回のうちに１回は、保護者の方の当番が回ってくるということ

になります。その負担感はあるかと思いますが、全ての親が、全ての子どもたちの顔を知

っている。こんな関係は、子どもたちにも保護者にとっても、また生徒指導のための地域

の関わりを増やすといった意味でも、良かったことではないかと感じています。 

７点目として、ジュニアクラブの役員になったり、親同士が協力し合う機会を通じて、

保護者間のコミュニティができ、その連携が非常に強くなったという声もお聞きします。 

 最後の８点目、これがジュニアクラブの活動を行ってきた中で、一番良かった点とも思

うのですが、クラブ開始から約２０年が経ち、当時、ジュニアクラブに所属していた子ど

もたちが社会人となった今、自分が育ててもらったジュニアクラブに帰ってきて、指導者

として関わってくれるようになったということです。 

 次に一方で、クラブ化により問題視されている点について、お話しします。１点目は、

加入率の低下です。これは、２点目の保護者の負担とも関係しています。ぜひたくさんの

子どもたちにクラブに加入してもらいたいと願って開始したわけですが、保護者には運営

当番が回ってきますし、費用負担の問題もあります。多くのクラブは、ひと月１０００円

程度のクラブ費で活動しておりますが、例えば吹奏楽のように、専門的な指導者を招聘し

ているところは、若干それよりも多いクラブ費を集めて活動しているケースもあると聞い

ております。これらが遠因となり、加入率の低下にも繋がっていると認識しております。 

 ３点目は、指導者の確保についてです。現在は幸い、どのクラブも社会人指導者の下で

順調に運営できていますが、今後、その後継者となる方がスムーズに見つかるか、これは

広く共通する課題ですね。 

そして４点目は、学校教育の一環として行う部活動の顧問と、クラブでの社会人指導者、

両者の理念の違いが出てしまうということがあります。中には、勝つことに比重を置いて

指導を行っているクラブがあることも事実です。 

 それから５点目、ジュニアクラブは、各競技団体・スポーツ協会と連携しながら成り立

っており、中には小学校の早い段階から、これらの組織のもとで熱心に活動している子ど

もたちもいます。そのような、早い段階から技術を磨いている子どもたちが多い一部の種

目では、中学校で初めてその種目を始めようとしても、どうしても引け目を感じてしまい、

新たに参加する子どもたちが少なくなるという傾向があります。 

 最後の６点目、これが一番大きな課題だと思っておりますが、学校単位ではなく、他の
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学校と合同で活動したり、自分の学校には無い種目のため、近隣の学校で活動している子

どもたちがいる中、実は、大会参加の条件として、こういった合同チームが認められてい

る種目とそうでない種目があります。日々一緒に活動していても、大会となると１つの学

校単位でしか出場できない、というわけです。普段の練習試合や遠征などは問題ありませ

んが、正式な大会ではいまだそういった問題が解消できていません。これは、令和５年度

より、休日の学校部活動を段階的に地域へ委ねるとする文部科学省の方針表明に際しても、

課題として挙げられていたと記憶しております。 

 次に、ジュニアクラブの加入率についてお話しします。加入率は５５％と書いてありま

すが、昨年度からのコロナ禍の影響により、昨年度と今年度、特に１年生の加入率が低調

で、現在は５０％を切ってしまっているような状況です。その他は、先ほど言いましたリ

トルリーグやサッカークラブ、個人のダンス教室など、いわゆる一般クラブに加入してい

る者が約１０％、そして全く無加入の者が、現在ではおそらく４０％ほどになっているの

ではないかと思います。今一番大きな問題は、この何も活動に参加していない４０％の子

どもたちにいかにクラブへの参加を促し誘っていくか、その検討だと思っています。 

 それから、小学校、中学校の先生たちで、ジュニアクラブに関わって指導してくださっ

ている先生は、全体の約３０％ほどです。小学校の先生にも拘らず、積極的にジュニアク

ラブの指導にあたっている方、中学校の先生で、自校の部活動には関わっていないが、自

分の住む地域の学校で、クラブ指導者として活動している方もいます。 

 社会人指導者は、現在約７５名おり、全てのジュニアクラブが社会人指導者の下で活動

できています。指導者バンクを作ってほしいという声はずっとありますが、多治見市の場

合は、保護者が立ち上げたジュニアクラブで、その指導者は、保護者からの依頼を受けて

指導にあたっておられます。そして、自身が家庭の事情や年齢の理由等でお辞めになる場

合には、しっかり後継の方を指名してくださるケースがほとんどです。現在、指導者の確

保で困っているジュニアクラブはないと思っております。 

 さきほど、学校教職員の働き方改革として、部活動のあり方という観点が示されており

ましたが、多治見市の場合、平日の１６時４５分までしか部活動をやらない、その前提が

あってかと思いますが、現在の学校部活動を負担に感じているという声は、今のところ聞

いておりません。 

 人口減少で子どもの数がどんどん減っていることが、部活動の問題の起因となっている

とお話ししましたが、これは市内の平和中学校の生徒数推移で、平成１２年に６００名を
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超えていた学校が、現在では１９０名を切っています。そして、当時２０以上あった部活

動も、その全てを維持していくことは難しく、数を制限せざるを得ませんでした。現在は、

バスケットボール、サッカー、野球、バレーボール、テニス、剣道部、卓球、それから吹

奏楽、これだけで活動しています。 

一例としてバレーボールを見ていただきますと、昨年度、ついにバレー部の部員が８名、

自由加入制だったジュニアクラブも７名となってしまいました。３年生が引退した８月に

は、部員が２名、ジュニアクラブに加入する者が１名だけという状況になってしまい、今

年の地区大会にも参加することはできませんでした。 

 資料の２０ページをご覧ください。先ほど、部活・クラブ検討委員会についてお話しし

ましたが、その中で保護者の方々が強く望まれたことが二つあり、その一つは中学校区を

主体とした活動、組織をできる限り保ってほしいということでした。中学校区にあるから

こそ、歩いて行くことや自転車で行くことが可能で参加しやすいわけですが、子どもが減

る中で近隣校での活動への集約が進めば、保護者の送迎が必要となるなど、どうしても保

護者負担がネックとなり、その結果、さらに加入率が低下してしまうといった悪循環も起

こり得る、そういった声が要望として出されていました。 

そしてもう一つが、大会成績よりも、やはり楽しさを感じられる活動にしてもらいたい

という願いです。これは学校と社会人指導者、それから保護者も交え、共通理解を図って

いかなければならないことだと思っております。 

続いて、本市が見据えるこれからの方向についてお話ししたいと思います。令和５年度

より、休日の学校部活動を段階的に地域へ移行するという話が出てまいりましたが、多治

見市は現在、既に地域移行を達成していますが、この点は、学校部活動のみを何とかしよ

うという視点から脱却し、生涯学習の観点を踏まえ、子どもたちだけでなく市全体として

スポーツ環境をどうしていくか、これを視野に入れた構想を練っていく必要があると感じ

ています。そのためには当然、学校、保護者、社会人指導者と連携を図りながら、目指す

子ども像やスポーツ像の共通理解を図っていくため、保護者への丁寧な説明とともに、三

者間での定期的な懇談や情報交換を行うことなどが、今後必要になってくると思います。 

 それから、これは先ほどの部活・クラブ検討委員会でも出されたことですが、保護者を

中心とした運営母体とするため、現在、クラブの責任者は保護者より選出する形にしてい

ます。以前は、指導者の方が責任者となるクラブもありましたが、あくまでも、ジュニア

クラブは保護者を主体としたクラブとして、保護者が役を務め、その運営を行う。指導者
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の任命も保護者会で決定する形であり、もし不適切な状況が起きた場合も、保護者会で指

導者の辞任を決定するという形にしています。 

 それから、ジュニアクラブの規約の見直しについてです。先ほどもお話ししましたが、

これだけ加入率が下がってきていることと、中学校区を主体とした活動を大切にしてほし

いという保護者からの意向があることを踏まえ、例えば、小学校５年生や６年生の子ども

たちが、ジュニアクラブに参加することはできないだろうか、また、保護者でママさんバ

レーをやっておられるような方々とも一緒に活動することはできないだろうか、そんな可

能性を模索していく必要もあると思っています。 

 そして、活動を支える質の高い指導者の育成と確保が、これからも必要です。市や各種

目協会での指導者研修はこれまで同様、大事にしていきながらも、指導者人材の更なる育

成と確保に向けて、各地域団体とより広く連携していくことが必要だと思います。 

 さらに、各種目協会を巻き込んだ、総合的な環境整備ということを挙げました。これは

先ほど言いましたように、一部のクラブでどんどん人数が少なくなっており、特に男子バ

レーボール、それからソフトボール、これらは本当に危機的な状況です。その種目のクラ

ブが無くなってしまうことは、種目協会にとっても大きな影響があり、できるだけ避けて

いかなければなりません。 

今年、多治見西高校がソフトボールで全国優勝しました。こういった高等学校がある一

方、地元の中学校にはソフトボールの部活動もクラブも無い。各種目協会を巻き込み、こ

ういった状況の改善を図っていくことが必要だろうと思っています。 

 続いては、学校としての検討課題についてです。先ほどからのとおり、多治見市は部活

動の全員加入制を取っておりますが、やはり全国的な流れ、文部科学省の指導等を見たと

きに、この全員加入制をどうしていくかは検討すべきであり、現在、本市の校長会でも話

題しております。 

 それから、学校部活動の時間の確保、これについては来年度、何とか週時程を工夫しな

がら、学校の部活動の時間を確保していきたいと考えております。 

 そして、市全体での廃部種目の検討として、川南、川北、どちらかが一つ残るような形

で、それぞれの学校の部活動を統廃合していくなどの対応が必要と考えております。 

 もう一つ、多治見市では、現在３５人程度の中学校市費非常勤講師が部活動にも対応し

ておりますが、その処遇も考えつつ、部活動の複数顧問制について取り組んでいきたいと

考えています。 
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 最後になりますが、市として抱える課題を幾つか挙げたいと思います。まずは、こうい

った子どもたちも含めた、総合的なスポーツ環境や文化環境を整えていくためには、当然、

多治見市の生涯スポーツ推進計画にこの趣旨をどう位置づけていくのか。 

次に、教育委員会と文化やスポーツの振興を担当する文化スポーツ課、この両者がどの

ように連携を図っていくのか。それから、スポーツ協会との連携、文化系の様々なサーク

ル活動を行っている公民館との連携、また競技志向ではなく、子どもたちのスポーツ機会

の充実といったところでのスポーツ推進委員との連携、さらには幾つかの学校で組織され

ております学校運営協議会との連携、これらをどう図るのか。こういったところを今、令

和５年度に向けた改革の具体として検討しております。 

 このように課題は山積しておりますが、これらが解決されることにより、子どもから大

人まで、もちろん障がい者も含めたスポーツ・文化活動の充実であったり、スポーツ協会、

文化団体の活性化、地域コミュニティの醸成、まちづくり、人づくり、こういった点にも

寄与できるよう、学校部活動及びジュニアクラブの今後を、改めて考えていきたいと思っ

ております。私からは以上でございます。ありがとうございました。 

 

○佐藤事務局長 

 丸山様、ありがとうございました。丸山様にもこの後引き続き、最後までご参加いただ

きますので、宜しくお願いいたします。 

 それでは、ここで一旦休憩とさせていただきます。５分間の休憩の後、再開いたします。 

 

（ 休  憩 ） 

 

○佐藤事務局長 

 それでは、会議を再開させていただきます。 

 改めまして、本日、委員の皆様にご協議いただきたいことといたしまして、ＤＸの推

進・部活動のあり方の２つの観点から、学校業務改革の推進のため、教育委員会等が取り

組む必要がある具体的な施策、その方向性について、ご意見をいただきたく存じます。 

 それでは、委員の皆様から、順にご意見を伺ってまいりたいと思います。では、まず川

島委員、いかがでしょうか。 
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○川島委員 

 教育委員の川島と申します。平井様、丸山様、本日は本当に貴重なお話をお聞かせいた

だきまして、ありがとうございました。 

 ＤＸの推進と部活動のあり方ということで、この二点について意見とご質問をさせてい

ただきます。 

 まず、平井様には岐阜市の教育、新しい教育大綱に対して非常に前向きなご意見をいた

だきまして、誠にありがとうございます。 

 その中で印象に残った点として、しっかりとしたビジョンがあり、その達成のためにま

ずは試行錯誤をやるのだという、励ましのお言葉をいただいたと理解しています。やはり

重要なのは、まとめで述べられた試行錯誤、ビジョンを明確にしてまずはとにかくやって

みるという姿勢については、私も全くの同感であります。 

 そこで、我々のビジョンとは、やることは何かという中で、これは私なりのまとめなの

ですが、岐阜市の教育が新しく目指していきたい方向性というのは、教職員の働き方改革

を遂行し、教員が生徒一人ひとりに深く向き合う時間をしっかりと持つことだと思ってい

ます。向き合うをさらに具体的に言えば、個別最適の教育、一人ひとりに合わせたオーダ

ーメイドの教育だと思います。 

その実現のためには、一人ひとりと向き合う学校、個別最適な学びを提供できる学校

環境の構築が必要です。だからこそ、繰り返しになりますが、その原点としてやはり、学

校教職員の働き方改革を通じて、業務効率化と最適なリソース・資源の再配分を行う必要

がある。そして、その実現のための有効なツールとしてＩＣＴを活用し、ひいてはＤＸの

推進によりプロセスそのものを見直していく、このように理解しています。 

 その中で、これは意見でもあり質問でもあるのですが、ＩＣＴやＤＸ、これらをどうい

った方向に振り向けていくかを考える中で、私は、まずは教員の業務を徹底的に標準化し

たうえで、ＩＣＴの積極的活用はもとより、ＤＸによる業務そのものを改変していくこと

で、業務の効率化と先ほどよりお話ししている時間、資源の再配分を行うべきだと思って

います。教員の業務について、標準化できる部分は徹底的に標準化し、その中で生徒と深

く向き合うなど、複雑で標準化できない部分、言わばコアの部分、こちらに少しでも多く

の時間をかけることが望ましいと思っています。 

 先ほど、学校業務の標準化に資することにも繋がる、幾つかのアプリケーションについ

ても少しお話がありましたが、平井様にはぜひ全国での先進事例として、学校現場でどう
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いったアプリが導入されているか、もう少し踏み込んでご紹介いただきたく思います。 

 また、児童生徒の学びの個別最適化を進めるため、ハードの整備とともに、こちらも

様々なアプリが導入されていると思いますが、これらについても幾つか、事例をご紹介い

ただければと思います。 

 まずは、平井様へのご質問とさせていただいて宜しいでしょうか。またこの後、丸山様

にも何点かご質問させていただきたいと思います。 

 

○佐藤事務局長 

 かしこまりました。それでは、平井様、よろしいでしょうか。 

 

○株式会社情報通信総合研究所 平井特別研究員 

 まずは学校業務について、現在、様々なアプリケーションがありますが、校務支援のア

プリでクラウド対応しているものは、なかなか無いのが現状です。これまでの既存のもの

は、オンプレミスの校内サーバーに依存するものがほとんどでした。おそらく、今入って

いる多くの校務支援システムが、そうだと思います。 

一方で、今クラウド対応しているものの一例としては、モチベーションワークスという

会社の「BLEND」があります。これが今、私立学校の中でシェアを伸ばしています。また、

長野県の軽井沢町に開校した風越学園での実証により開発が進んだものや、あともう一つ、

名前を失念してしまいましたが、リリースされているものがあります。このように、今ど

んどんと開発が進んでいるところです。 

 しかし、難しい点は、こういった校務支援におけるアプリは、ある程度の年数を経た蓄

積のうえで、更なるカスタマイズが前提となります。学校ごと、地区ごとの状況に応じて

それを変えていくことが前提であって、これまでの既存のアプリはカスタマイズをすると、

一挙にコストが跳ね上がるようになっていました。その辺り、これからの新しい校務支援

のアプリでは、開発、カスタマイズも含めてどれぐらいのコスト見通しなのかが、まだ見

えないところがあります。 

 クラウドのアプリでは、先ほどのとおり、保護者からの出欠連絡がそのまま結果反映さ

れるようシステム化されているものもあり、そういった機能性は今後伸びていくのではな

いかと考えています。 

 クラウドサービスの場合、授業支援のアプリもそうですが、サーバーがとても大事で、
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クラウド上のサーバーにアクセスが集中した際、耐えられるかどうかの検証も必要です。

今のところ、リリースされているクラウド対応のアプリについて大きな障害は聞いていな

いので、大丈夫かとは思います。やはり実際使ってみなければ分からない部分もあろうか

と思いますので、授業支援のものも含め、ある程度、試験的に使用しながら考えていく必

要があるかと思います。 

 それから同じ校務支援の中で、先生方が日常の授業を中心に使うアプリとしては、Ｔｅ

ａｍｓを含むマイクロソフトのＭｉｃｒｏｓｏｆｔ３６５、またＣｌａｓｓｒｏｏｍなど

を中心に構成されるグーグルのＧｏｏｇｌｅ Ｗｏｒｋｓｐａｃｅ ｆｏｒ ｅｄｕｃａｔ

ｉｏｎ、これらが大きなシェアを占めています。成績を含む、言わば業務的な校務部分と、

日常的な授業を中心とする校務部分、それぞれの目的に合わせて２つのアプリを併用して

使っているのが、現状ではないかと思います。現在、ほぼ日本中の学校がマイクロソフト

系とグーグル系、いずれかのクラウドサービスに流れていると思います。 

 次に、学びの充実に関して言いますと、基幹となる先ほどのクラウドプラットフォーム

は、子どもたちも同じように使う形になります。これらがベースとなりつつ、ただ、いき

なりこれだけを使いこなし完結するわけではないので、授業支援アプリとして、例えばロ

イロノート、もしくはＭｅｔａＭｏｊｉ、あとはベネッセのものなど色々とリリースされ

ておりますが、これらを併用しながら、授業を進めていくこととなります。 

なお、授業支援アプリは、あくまで学びへの活用の入り口部分であり、そこから使い込

んでいく中で、徐々に先ほどのプラットフォーム機能、もしくは汎用性のあるアプリへと

応用、移行していき、大人の使い方と同じような形になっていくのではないかと考えてい

ます。 

 もう一つ、オンラインで授業をやっていくことを考えたとき、必要となるのはドリル系

のアプリでしょうか。その他、かなり特殊な部分ではありますが、クリエイティブな学び

が進んでいく中で、動画を作るためのアプリも今後必要となっていくかと思います。動画

作成に特化したアプリとしては、アドビが作っているＳｐａｒｋというものがあり、シェ

アを伸ばしつつあります。あとはＣａｎｖａというアプリを使っている学校も増えつつあ

ります。 

 今後、学びのための動画作成が段々と広がっていくとなれば、今度はコンピューターの

のスペックも要求されることとなります。それを踏まえて、今後、今のコンピューター室

をどのように変え、活用していくかを考えていく必要も出てくるかと思います。 
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 海外の事例を見ますと、ＰＢＬにかなり力をいれている学校で、アメリカのハイテック

ハイというチャータースクールがあるのですが、そこは一人一台のデバイスを持ちつつ、

コンピューター室には大画面コンピューターがあり、そこで画像や動画の編集を協働作業

としてやっていく形を採用しています。 

 

○川島委員 

 ありがとうございます。今お話しいただいたことは、ぜひまた確認したいと思います。

やはりＩＣＴの活用において、どういった支援ソフトを入れて使っていくかは、トレンド

や最新機能もどんどんと変わっていくとともに、かつ専門的な知識が必要な部分だと思い

ます。教育委員会事務局にも、これらをサポートできる、デジタル化推進部門が新しく設

置されましたので、その知見からの積極的な提案やサポートを今後も期待しつつ、標準的

でかつ効果の高いアプリの導入について、常に情報収集しながら進めていきたいと考えて

おります。また今後とも、ご支援をいただければと思います。 

 すみません、丸山様に続いてご質問させていただきたいと思います。今日お話を伺った

中で、非常に心強く思った点がありまして、仕組みをしっかりと整えられれば、部活動は

教員の多忙化要因とはならないということです。平日１６時４５分までの部活動が学校の

担う活動であり、それ以降についてはジュニアクラブの運営で行うことができていると、

はっきりお話しになられたことが非常に印象に残っております。 

 岐阜市がまさに今やろうと思っているのはこういったことでありまして、多治見市の事

例をよく研究しながら、学校で担う部活動、地域、保護者に担っていただく部活動という

ものをしっかりと切り分ける、そう言うと少し聞こえが悪いかもしれませんが、互いに連

携しながらシェアしていく。このように取り組めたならば、教員の負担軽減を必ず達成で

きるのだと、非常に励みになりました。 

 さらにと思いご質問させていただきますが、学校で今、部活動が本当に負担となってい

ないのかというところについて、もう少しだけ多治見市の先生方の感触と言いますか、受

け止め方について、お話しいただければと思います。 

 

○多治見市教育委員会 丸山教育指導監 

 うまくお答えできるかどうか分かりませんが、要するに、学級経営や生徒指導経営があ

るならば、部活動経営もあってもいいだろうというのが、多治見市の基本的な考え方です。 
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特に、異年齢の子どもたちが自主的に集まり活動できる場というものは、基本的には学

校部活動しかありません。部長がいて、新しく１年生が入部してきて、リーダー性のある

者やチームを支える者、色々な子どもたちがいて、その子どもたちが互いに協力し合い活

動していく、こういった経験が学校教育の中で非常に大事ではないか、この共通理解の下

に、今の姿があります。 

 ただ、技術の獲得や勝敗が優先されるものではなく、自分たちの関係を築きながら、所

属感の薄い子どもたちには先輩が関わり、後輩は先輩を慕う、こういった繋がりを大事に

してほしいということで、現在も、部活動の時間を大切に考え、多くの子どもたちの活動

を奨励しているという現状です。 

 

○川島委員 

 分かりました。ありがとうございました。 

 

○佐藤事務局長 

 ありがとうございました。それでは、足立委員、いかがでしょうか。 

 

○足立委員 

 平井様、丸山様、お話くださり本当にありがとうございました。大変感銘を受けました。 

 平井様のお話で、インプット、思考を経たアウトプット、この比率を７対３ではなく、

３対７に逆転させていく。これはなかなかすぐには困難なことかもしれませんが、探究的

な学びを具現化するにあたり、大変重要で分かりやすい考え方だと思いました。 

 ＤＸの推進ということで、事務局説明において活用の底上げ、活用シーンの蓄積と共有

を図っていかなければならないとありましたが、先ほど平井様がお話しされた指導の個別

化、これがさらに進み、新たな学びのスタイルが確立されていく中での、一人ひとりの個

別の学力に応じた指導、その具体のノウハウこそが今後、蓄積と共有が必要となるもので

あり、この充実に向けた研修をしていくということが、さらに重要であると感じたところ

でございます。 

 また、これも平井様のお話にありました、校務支援システムでいかに合理的にやってい

くかということですが、私ども医師も電子カルテを利用し、こういったアイテムの便利さ

を日々感じております。お聞きすると、まだ色々と課題があるようですし、実践の蓄積が
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必要だということでございましたが、ぜひ、十分に利用していただくとともに、その充実

に向けた改善を繰り返し、より良いものへと高めていっていただきたいと思います。 

 それから、部活動についてですが、先ほど丸山様のお話を伺いまして、平日の部活動を

地域移行していく手法として、なるほどこういうことかと理解いたしました。部活動の終

了後、時間が来たらそのまま、ジュニアクラブへと移行していく。 

 ただ、部員の数を見ますと、部活動に所属している人がほとんどジュニアクラブにも所

属している、もしかすると特に少人数であれば、図らずも所属しなければいけないような

外圧が生じ、参加についての個人的な自由がどこまで許されるのかな、ということを少し

感じた次第でございますが、こういった多治見市のシステムを参考にしながら、我々も取

りかかっていかなければいけないと思いました。 

 私は、誰一人取り残さないスポーツ環境の構築という考え方に、非常に感銘を受けまし

た。部活動を地域移行することが、教員の負担軽減を図るという目的から、この誰一人取

り残さないスポーツ環境の構築にまで広がっていくことで、より大きな推進力が得られる

のではないかと感じています。現在のパラリンピックとも重なりますが、障がいのある子

どもたちが将来に亘って個々の志向や体力に合うスポーツに親しめる、また運動が苦手な

子であっても身近にスポーツを親しむことができる、そういった姿が実現できれば、本当

に素晴らしいと思います。 

 私自身も幼い頃から股関節に支障があり、スポーツをやりたくてもなかなか機会に恵ま

れることもなかったので、そういった個々に合わせたスポーツの楽しみを提案できる、そ

ういう社会、世界になってほしい。この誰一人取り残さないスポーツ環境の構築というこ

とは、ぜひ市全体で今後進めていっていただきたいと感じた次第でございます。以上です。 

 

○佐藤事務局長 

 ありがとうございました。それでは、武藤委員、いかがでしょうか。 

 

○武藤委員 

 武藤です。平井様、丸山様、貴重なお話をいただきまして、ありがとうございました。 

 まず、ＤＸの推進についてですが、子どもの学びに対する効果がやはり非常に大きいと

いうことを、今日、平井様のお話を伺い改めて感じたところです。子どもたちは、生まれ

たときからデジタル機器に囲まれ、慣れ親しんでいる。したがって、教育の中で鉛筆のよ
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うに使うと先ほどのお話にもありましたが、常に携帯し日常的に使うことにより、今の子

どもたちに合わせた学習方法が提供でき、教育効果も上がっていくことが期待できる。本

日はその具体がお聞きできたと思い、大変参考になったと感じております。 

 話の中で、全国学力・学習状況調査がコンピューターで回答するようになるというお話

があり、キーボード入力ができなければテストも受けられなくなるわけですが、子どもた

ちの中には本当にコンピューターに慣れていて、キーボードで打つスタイルを取る方が、

自分の考え方などを明確にすることができるなど、その方法を選択した方が力を発揮でき

る、やはりそういった子どもも一定数いると思っています。 

身内の話で恐縮ですが、私の子どもが夏休みの宿題として読書感想文を書いたのですが、

文字を書くということがどうも不得意で、書きなさいといってもなかなか書き始めないん

ですね。しばらくすると、自分でパソコン上に原稿用紙のフォーマットを表示し、そこに

文章を打ち始めたのです。そして、やり始めたら結構あっという間に終えてしまったとい

うようなことがありました。今日の平井様の話をお聞きし、こういうことなのだと実感し

た次第です。 

 もちろん書く能力は大事だと思いますが、必ずしも書くという方法だけに限定しなけれ

ばならないのでしょうか。私はそうではないと思います。こういったやり方でもできる、

そのことを率直に承認し、平井様の言われるようにまずやってみようと考えていくことが

いかに大切か、その言葉に込められた思いを私自身も強く感じたところです。 

 おそらく、我々世代が想像できないようなＩＣＴの利用イメージを、子どもたちは本当

にたくさん持っていると思うので、子どもたちの可能性を信じ、まずは色々やってみる、

やらせてみる、トライアンドエラーの繰り返しがこれからは必要となってくると、改めて

感じております。 

 次に、部活動についてですが、部活動とジュニアクラブを一体どうやって仕分けている

のか、すごく気になっていたのですが、非常にある意味、上手く切り分けている。部活動

も異年齢の子どもたちとの交流の場として非常に大事だ、学校教育として必要だというこ

とを捉えつつ、ジュニアクラブでスポーツを一生懸命やりたい、楽しみたいといったニー

ズに応じた形を作るということで、非常に参考となる先進事例だと思いました。 

 部活動、あるいはスポーツ活動全体について、前回も申し上げたかと思いますが、担い

手の先細りということが地域でも深刻な問題となっており、部活動に限らず、小学生のス

ポーツ少年団などでも、入団する子が本当に少なくなり、どんどん活動が縮小している実
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態があります。したがって、先ほど、多治見市でもジュニアクラブの枠を広げることを考

えておられるとお話がありましたが、中学生という枠に捉われるのではなく、小学校のス

ポーツ少年団や地域の色々な大人のスポーツサークル、愛好会、そういった主体ともっと

連携し、子どもから大人まで、本当に生涯をかけて、一貫して持続的にスポーツをやって

いけるような環境づくりをしていく、そうした観点の下で、部活動のこれからを考えてい

かなければいけないと、多治見市の取組を学ぶ中で改めて感じております。 

 こうした観点を考えるうえで、各競技・スポーツ団体などを巻き込んだ取組みとしてい

くことが、非常に重要だと思います。各々の種目を維持していくためには、小さな頃から

その種目に興味を持つ子どもたちを育てていかなければなりませんし、おそらく競技・ス

ポーツ団体なども、そういった点には共感し賛同いただけると思いますので、子どもたち

の興味、関心を振り向かせるよう、関係者が協力し、その種目を体験する入り口から、部

活動やクラブ活動に続く道筋をつけていくことができれば良いなと思いました。 

 これまで２０年近く実践を重ねてこられ、上手く進んでいる今の多治見市の取組につい

て、岐阜市なりの形を模索する中でまた参考とさせていただきたいと思います。以上です。

ありがとうございます。 

 

○佐藤事務局長 

 ありがとうございました。それでは、伊藤委員、いかがでしょうか。 

 

○伊藤委員 

 平井様、丸山様、本日は貴重なお話を聞かせていただきまして、ありがとうございまし

た。教育委員の伊藤と申します。 

 まず、ＤＸの推進に関してなのですが、現在、本市では株式会社ＡＲＲＯＷＳとともに、

学校教職員の多忙化解消に向けた取組みを進めております。その調査結果や対応策につい

ては、一部抜粋したデータなどを見せていただき良く分かったのですが、ぜひさらに細か

く見せていただいた上で、このような議論をしていくほうが充実した時間になるかと思い

ます。できればオンラインでも結構ですので、今後、浅谷代表と教育委員で面談させてい

ただく機会も設けていただけたらと願っております。 

 平井先生は確か、ＡＲＲＯＷＳのＩＣＴ活用におけるアドバイザーもされていらっしゃ

ると思いますので、今後もデータの分析結果などに対するご助言等もいただけたらと願っ



 -38- 

ております。 

 まず、私がＤＸの推進に関していつも感じていることは、子どもが３人おり、保護者と

して学校に関わらせていただいたり、コミュニティ・ティーチャーとして学校にお邪魔さ

せていただく機会も多く、その折に学校現場の様子を伺うと、電話が大変多いということ、

そして、また我が家もそうですが、子どもたちのランドセルの中や先生の机の上に、紙が

たくさん溢れていることに、まず驚きます。 

朝、学校に欠席の連絡をしたくても、まず回線がつながらないことも結構ありますし、

先生がいる時間を見計らい、今電話しなければと思っても、なかなか仕事の手が空かずで

きなかったり、そして少し遅れて電話すると、結局入れ違いとなってしまい、また先生に

折り返していただく。そういったことが今までも多くありました。先ほど、平井さんがお

っしゃられたような校務支援システムの機能充実について、今後はぜひトライしてみるこ

とが必要だと思います。 

 私も３０人弱の小さな学習塾を経営させていただいておりますが、こういったアプリを

検討しており、幾つか見ています。今、岐阜市の塾の比較的多くがこういったアプリを導

入しておりまして、私の子どもが行っている塾でも導入されていました。 

塾の先生方にご連絡する際は、そのアプリからメッセージを入れて、先生方がお手隙の

際にお返事いただいたり、また配布物も全てアプリ上でデータで確認できたり、さらに子

どもたちの塾への入退出時間もリアルタイムで通知されます。 

 先生方の学校運営において、そのニーズを汲んだ必要十分な機能が担保されたアプリと

して、その中でも出欠席の管理は、朝に親からの電話対応をすることなく、前日や当日に

出欠入力をしてもらうことで足りるようにする、また紙での配布物を無くし、アプリ上で

確認できるようにする、これらが望まれます。 

 私も子どもが紙の配布物をもらってきたら、見やすいところに３人分整理して置いてお

き、それを見返しながら確認したり、必要なものは写真を撮って夫と共有したりと、割と

原始的な方法で毎日やり繰りしています。もしそのアプリを通して保護者に配布物が届く

ようになれば、大変便利ですし、自分のスマートフォンの中で全てが完結できるというこ

とは、保護者にとってもストレスがなく、管理しやすいと思います。先生方も印刷し子ど

もたちに配布する手間がなくなるわけで、そこはやはり現在のデジタル化を進めていく中

で、今後必須の手法となっていくのではないかと思っております。 

 あとは、先生との連絡手段ですね。本当に必要とされる場合は、面談やお電話でなけれ
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ばならないこともあるかと思いますが、簡単な連絡程度は、メッセージを残すことでお互

いにやり取りできれば足りると思うのです。例えば、三者面談の時間をずらしてほしいと

きなどに、わざわざ先生方の時間を気遣いながら電話する、また先生方も時間を見計らっ

て折り返す、こういったことも無くせると思います。どんどん進んでいけば、成績の管

理・通知なども集約できていくのではないかと思います。 

 こういったアイディアに対しては、情報漏洩や使いこなせるかといった不安が先に過る

のかもしれませんが、基盤システムとは別に、こういった機能的なアプリの利用が今後必

須となってくると思います。これらへの対策を整えながら、着実に進めていっていただき

たいと思います。 

 次に、部活動についてです。本市の部活動は現在全員参加制ではないですが、私はその

ままで進めていくべきだと思っています。丸山様のお話で、多治見市も今後全員参加制を

どうするか、検討を要するとのことでした。岐阜市は今後も全員参加制ではなく、参加し

たい子どもたちが参加できる部活動であっていいと思っております。 

 その中で、平日の部活動だけでもいいし、週末のクラブチームでの活動だけでもいい。

もちろん両方に参加してもいい。部活動の柔軟性を高めるとともに、部活動や他のクラブ、

習い事など、それらの選択肢の中から一人ひとりが時間をデザインし、参加できるという

形が理想的だと思います。 

 先ほど、丸山様もおっしゃられたように、平日の部活動はこの部に入り、週末は違うク

ラブに入る、そんな生徒もいるとお聞きしましたが、やはりこれからの子どもたちは、二

足、三足の草鞋で仕事をしていかなければならない世代になっていくと思います。 

例えば、私の子どもが美術部と運動系の部活、両方とも好きでどちらに入ればいいか、

もしくは両方入れるかを先生に相談したところ、２つ入っている子はいないということで、

運動系の部活を選びました。今では、１つに絞って良かったと言っていますが、可能性と

して、もし興味があるのならば、２つ入ってもいい。平日と土日祝日で分ける、または自

分なりに日にちを決めて活動するなどのスタイルも、大いにありかと思います。 

 前回、岐阜市の部活動の地域移行は、総合型地域スポーツクラブもしくは保護者クラブ

のいずれかになっていくのではないかと申し上げましたが、どちらにいたしましても、部

活動の外部指導者、また活動主体となる団体組織の充実が必須となりますので、これも前

回申し上げたことですが、やはり教育委員会及び市民スポーツ課が連携し、人材バンクで

の指導者の十分な確保、また指導者講習での資質の向上を図るなど、市の強いバックアッ
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プが必要となると思います。 

 また、現在も既に活動してくださっているクラブ団体等に対しては、認定制度を設け、

安心して子どもたちが通えるクラブとして、推奨していくことも必要ではないかと思って

おります。 

 最後に、丸山様にお尋ねしたいのですが、現在、全てのジュニアクラブが保護者主体の

運営で進めているとのことですが、その上で別途必要となる指導者の育成、またはクラブ

の認定制度など、特に重きを置いて取り組んでいることがあれば改めて教えていただけな

いでしょうか。 

 

○多治見市教育委員会 丸山教育指導監 

 ありがとうございます。例えば、私は多治見市教育委員会に所属しておりますが、その

一方、市長部局で文化及びスポーツを所管する文化スポーツ課が、ジュニアクラブの指導

者や保護者向けの研修会、説明会を催しております。そちらと連携し、ご参加いただくよ

うご案内しております。 

 また現在、多治見市のジュニアクラブに関しましては、学校開放において通常団体とは

異なる、ジュニアクラブ団体として登録を行っております。保護者が主体となったクラブ

として、団体概要、責任者や指導者、所属する子どもの数、これらを文化スポーツ課へ提

出し、ジュニアクラブとしての認定を受けるという形を取ります。そして、認定団体とし

て放課後から１９時まで、それから土曜日、日曜日、祝日に関して優先的な利用をお認め

いただいている、そういう状況です。宜しかったでしょうか。 

 

○伊藤委員 

 ありがとうございました。 

 

○佐藤事務局長 

 ありがとうございました。それでは、横山委員、いかがでしょうか。 

 

○横山委員 

 平井先生、丸山先生、どうもありがとうございました。まず、教育のＤＸの推進につ

いてですが、平井先生のお話を聞いていて、改めて、設備あるいは施設が整ったとしても、
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それらを使いこなす能力、これは教員にも子どもにも言えることですが、これが必要です。

さらには、教える内容やコンテンツの重要性、それから説明にも出てきましたが、何と言

っても教員一人ひとりの意識改革が求められると思います。 

だから、設備、それから能力、内容、意識改革、その全てが相まって学校の組織体制全

体が高まっていく、私はこれがＤＸであり、まさに学校の構造改革であると思っています。

 岐阜市では今年度より、教育委員会の中にこれらに対応すべく新しい部署ができており、

そのセクションが中心となって牽引役を果たし、全体像を描いていくべきだと思います。 

 そこで平井先生にお伺いしたいのですが、先ほどご説明いただいた内容で、学校での学

びが社会に生きることにまさに繋がっていく、私はそうしたビジョンの下にＤＸの推進が

手段としてあると思っていますが、国はこの完成形を見るスケジュールとして、いつ頃を

想定しているのでしょうか。それをお伺いできればと思います。 

 

○株式会社情報通信総合研究所 平井特別研究員 

はい、もうこれは私にも見通せません。日々の実態やその進捗により、大きく可変的な

ものだとも感じています。本当であれば、ＧＩＧＡスクールにおける一人一台環境の整備

も３、４年かけて取組むはずでした。じっくりとやるはずが、コロナ禍の影響で一気に前

倒しとなり、そしてその混乱の中で日々進んでいる状況です。 

ただ既に、大学入学共通テストが変わるといった終端の部分が示されつつあるので、そ

の時期に間に合うよう、完全に出来上がっていなければまずいだろうとは思います。 

この９月から、国の学校教育情報化推進専門家会議がスタートします。そういった中で、

タイムテーブル等が明らかになってくるのではないかと思います。先ほどのとおり、大学

入学共通テストの変更などのタイミングに間に合わせることを考えれば、時間的な猶予は

限られていますので、私個人としては３年ぐらいで仕上げていきたいと思っています。 

 

○横山委員 

 ありがとうございます。だから、岐阜市においてもそういった国のタイムテーブルと言

いますか、動向を十分に注視しながら、機を捉えて取組みを進めていくことが必要だと思

っておりますので、引き続き宜しくお願いいたします。 

 それから、丸山先生、部活動についてですが、多治見市の場合は、昨今の働き方改革で

はなく、別のきっかけでこういった取組みが推進されてきたわけですが、その取組み自体
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は非常に参考となりました。 

 私は、岐阜市においてはやはりコミュニティ・スクールが検討の主体になるべきだと思

っています。前回の会議に出席できず、部活動について申し上げたいこと、その果たす役

割についても思いがたくさんあります。 

しかし、現実問題として、部活動をまず休日から段階的に地域移行していくという方針

が、国からスケジュールとともに明確に示されておりますので、本市もいかにその方向性

に持っていくかを検討しなければならないと思います。 

 そう考えた場合、検討の主体となるのはやはり、コミュニティ・スクールだと思うので

す。岐阜市では、全校区にコミュニティ・スクールが設置されていますが、私に言わせれ

ば、まだ伸びしろが十分あると思っています。別の言い方をすれば、創意工夫すべき点が

たくさんあると思うのです。 

そしてここは一つ、部活動のあり方というものを全コミュニティ・スクールで一緒にな

って考えていく、そういったことが必要ではないかと思います。個々のコミュニティ・ス

クールでの取組みではなく、市全体で統一された取組みとしていくために、教育委員会に

おいてコミュニティ・スクール全体を束ねる協議体を設け、ここでの検討を踏まえながら、

各コミュニティ・スクールがさらに進めていく、そういった進め方が良いのではないかと

感じています。なお、これは人力とお金がかかることですから、コミュニティ・スクール

が主体になるとしても、教育委員会による十分なバックアップが必要だと思います。 

 人の点について言えば、その確保ということが割と大変だと思いますが、岐阜市の場合

はこれまでスーパーシニアの活用を進めてきています。それから学生の参画も検討できる

と思います。私も自分の子どもが少年野球に入っていたとき、何年か指導に携わったこと

がありますが、そこで教えた子どもたちが何年か経った後、先ほど丸山先生のお話にもあ

りましたように、コーチとして戻ってきて活躍してくれているんですね。 

このように、スーパーシニアや学生の皆さんの活力をお借りし、特に指導者として大い

に参加してもらえるよう促していっていただきたいと思っております。色々申し上げまし

たが、私からは以上でございます。 

 

○佐藤事務局長 

 ありがとうございました。それでは、水川教育長、お願いいたします。 
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○水川教育長 

 平井様、丸山様、本当にありがとうございました。アグレッシブでとても貴重なお話

をいただき、嬉しく思います。 

簡単にご質問をさせていただきたいと思います。まず平井様、経済産業省や文部科学省

でも様々な委員を歴任されており、直接お話を聞けるのは初めてなので、とても楽しみに

しておりました。 

 先生がおっしゃった、つべこべ言わずやってみる。これはまさにそのとおりで、現在、

岐阜市もそういった姿勢でＧＩＧＡスクール構想の具現化に取り組んでいるところです。

 昨年９月のタブレット導入完了から約１年、このとにかくやってみるの精神を実践して

いる学校現場は、ちょうど今日、２学期制の学校で始業式を迎えたわけですが、分散登校

プラスオンラインのハイブリッドで行っており、家で臨んでいる子たちは、Ｔｅａｍｓで

配信されるリアルタイムの授業を受けています。 

あまり使っていない学校では、まず接続の段階で不安を抱えているでしょうが、どんど

ん使っている学校では、どうすれば子どもたちが家でも一番効果的に、シームレスに、学

校と同じように学べるだろうと先生たちが悩んでいます。悩みの次元が違うと思いますし、

日常的に持ち帰り、家から宿題をオンライン上で提出する学校も幾つもあります。そして、

これからも益々先に進んでいかねばと思っています。 

 教育委員会も負けずにと言いますか、市内約２,０００人の教職員に対し、コロナウイ

ルスの感染防止対策を学ぶ、専門医による一斉指導や、先日は川崎市でのいじめ問題に関

わっておられた渡邉信二先生の講演会を、オンラインで行いました。平井先生のお話をお

聞きし、これからも果敢に挑戦していきたい、そう思いを強くした次第です。 

 それから、最後にデジタル・シティズンシップのお話もいただきましたが、市内の岐阜

聖徳学園大学とこの７月、本市のデジタル・シティズンシップ教育の推進に向けた連携協

定を結びました。情報モラルという考え方ではなく、デジタル・シティズンシップの考え

方のもとで教育を動かしていくことが、デジタルと常に隣り合うこれからの子どもたちの

未来に必要だと感じておりましたので、先生のお話に大変勇気づけられました。 

個人的には、経済産業省の未来の教室の理念や取組みに関心を寄せており、ぜひそうい

ったアクションを起こしたいと思っておりますので、ぜひこれからもお力をお借りしたい

と思っております。 

 先生に簡単な質問を２つさせてください。１つ目は、探究的な学び、教育のＤＸの推進
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における教員自身の役割について、先生のお話の中でインドの学校の事例紹介がございま

したが、これからの教員、子どもたちのティーチャーの役割として、そのイメージはプロ

デューサー、コーディネーター、アドバイザー、マネージャー、ファシリテーター等と

色々ありますが、やはりファシリテーターが一番マッチしているとお考えでしょうか、教

えてください。 

 ２つ目は、インプットとアウトプットの比率を７：３から３：７に、というお話をいた

だき、私もそのとおりだと思っておりますが、冒頭でお話しくださったように学校の授業、

教育は変わらなければならない。そして、それはＩＣＴが学校の授業でまさに能動的に使

われる姿を実現しつつというのが大前提であり、そうした場合、インプットとアウトプッ

トの比率は３：７となっていくことが最もベストに近く、ベターな教育活動を展開できる

のではないか。そのようなメッセージとして私は受け止めたのですが、その理解で宜しい

でしょうか。まずこの２点、ご質問させてください。お願いいたします。 

 

○株式会社情報通信総合研究所 平井特別研究員 

 私もアドバイザー、プロデューサーなど様々な言葉を使ってみたりしましたが、現在、

ファシリテーターという名称を使っている理由は、まず授業全体をデザインする中で、先

生が子どもたちを導きながら、後ろから支える姿、それを一番的確に想起させることがで

きる呼称ではないかと考えているからです。あくまで私の感覚的な理解で、深い根拠はあ

まりありません。言葉は何であれ、ティーチャーとして教える人から学びを支える人へ変

わる。決して放り投げているわけではなく、一人ひとりの興味・関心を喚起しながら、学

びへと導いていく。こうイメージしながら、ファシリテーターという言葉を使っています。

 また、３：７から７：３への比率設定についても、確固たる根拠があるわけではありま

せん。学校現場を見れば、今でも９：１ぐらいの比率の授業すらあります。これまで私が

自分で取り組んだ授業を個人的に調べ検証する中で、かなり頑張ったと自負できる授業が、

およそ３：７のバランスでした。３まで減らすことは、実質可能なのです。 

また、研究資料を探す中で、コロンビア大学での仕事効率に関するある研究において、

３：７のバランスで自分を抑え、チームを動かす、協働すると、その結果、全体として大

きな進捗に繋がるといったものがあり、なるほどと思ったことがあります。ですから、あ

まりはっきりとした根拠は無いにしても、３：７にして自分で考え、話し合い、形作る、

まさに自分で学ぶ時間としていくことが必要であり、そして先生は、決められた時間の中
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でそれを実現するため、ＩＣＴを使い効果的な授業デザインをしていく使命がある、そう

考えています。 

 子どもたちのアウトプットを７にするには、自分の考えや意見を発信し、そのフィード

バックを促進させる、もっと具体的に言えば、自分の考えをプレゼンしたり、動画を作り、

さらにそれを皆で話しながら深めたり、高め合う、この姿だと思います。そして、私はや

はりそのとき、ＩＣＴが不可欠な、有用な存在であると感じています。教育長のお考えと

も、ほぼ重なっているのではと思います。 

 

○水川教育長 

 ありがとうございます。とてもよく分かりました。 

 次に、丸山様、教育委員会のお立場から、現状の色々な課題や言いにくいと思われるこ

とも全部お話しくださり、さすがだと思いました。 

私も元々は教員ですので、２０年前から多治見市のこのシステムは大変魅力的で、全県

的に広がらないだろうかと思っていました。当時は、総合型地域スポーツクラブの組織化

が途中頓挫する自治体も幾つかあり、そういった中での多治見市のこれまでの歩みは、大

変に先を行っていると思って聞かせていただきました。お示しくださった課題や方向性は、

本市のこれからの議論において大変参考となりました。本当にありがとうございます。 

 簡単な質問を２つさせてください。１つ目は、岐阜市から多治見市へ異動する教員も含

め、おそらくこの２０年間で延べ何百人という教員が、多治見市外から多治見市の中学校

へ異動しているはずです。転入してきた先生方が、やはり多治見市のここがいいぞという

か、多治見市での部活動指導を経験、実感した先生方の声を少しご紹介いただけるとあり

がたいです。 

 それからもう一つは、資料終盤のこれからの方向についての件で、週時程の話が少し出

ておりましたが、私は個人的に、学校部活動は教育課程の中にきちんと位置づけるという

方向性もやはりありだと思っています。 

例えば週に２回、また３回は難しいかもしれませんが、７時間目の授業に位置づける。

そして、これを学校教育の一環として行う部活動としてしっかり位置づける。ひょっとし

たら、多治見市においてもそういった実践を考えていらっしゃったりするのではないかと

思い、ご質問させていただきました。以上です。 
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○多治見市教育委員会 丸山教育指導監 

 ありがとうございます。多治見市に来てくださる先生方は、それぞれ色々な受け止め

方をされていると思いますが、多治見市に行けば、学校部活動はやらなくていいと思って

おられる方がいるのは事実です。反対に、多治見市に行けば、学校部活動以外にジュニア

クラブの指導者にもなれるので、とことんやれると思っている。実際、その学校の部活動

顧問として指導した後、クラブの社会人指導者となりそのまま指導するという方もみえま

す。両極のこういった声があると、承知しております。 

 ただ、ここ最近の国の勤務実態調査においても、多治見市の場合は、部活動を業務時間

外に行ったという一人あたりの時間は、結果としておよそ数分、こんな数字が出ておりま

すので、現在の部活動に関しては、先生方の負担感というものはほぼ無いものだと思って

います。 

 それから、週時程についてですが、実は水川教育長のご意見とは少し逆行しており、ま

ず学校の様々な通年行事等を見直した結果、今のところ年間２０６、７日で、全ての学校

の授業や教育活動が終わるという状況です。そこで、来年度は週２８時間で組みまして、

例えば５月、６月といった時期には、２時間を部活動に使うといった柔軟性を持てるよう

にする。２８時間を週時程にしながら、その先の時間を、部活動や先生たちの必要な会議、

業務などに使う、そういった形を今のところ考えています。以上です。 

 

○水川教育長 

 大変、勉強になりました。ありがとうございます。 

 

○佐藤事務局長 

 ありがとうございました。それでは、市長、お願いいたします。 

 

○柴橋市長 

 時間も限られておりますが、平井先生、丸山先生、今日はどうもありがとうございます。 

 まず、平井先生の関係ですが、私は、学校の学びと社会がリンクしているし、そうなら

なくてはならないというお考えに、大変共感しております。子どもたちがなぜ学ぶのか、

ここは根本的なことに繋がると思うんですけれども、学校の学びが社会で生きていくこと

にきちんと繋がっているのだと、いかに子どもたちに実感してもらい、学びの意義を掴み
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取っていってもらうか、この観点がとても大事だと思いました。 

 それから、２０２５年や２０２６年といった、国が進める施策の一つの年限については、

私も今日、改めて再認識させていただきましたけれども、その大きな変化に向けて、私た

ちが早急にやらなければならないこともはっきりしているわけで、現在、教育委員会の皆

様とともに進めていることを着実にやっていき、子どもたちがこういった大きな環境の変

化に順応していける、しっかりと乗り越えていけるようにするということが、私たちの大

事な役割だと思っております。 

 それから先ほど、インプットとアウトプットの比率のお話がありましたけれども、子ど

もたちが探究型の学びの中で、自ら考えアウトプットしていくには、やはりベースとなる

知識、情報というものが不可欠だろうと思っています。 

 そういった中で、私もかねてからＡＩドリルに関心がございまして、それぞれの子ども

たちが自分の学びの習熟度に合わせて、ＡＩドリルで自動的に学びを深めていくことが必

要で、現在、岐阜市ではｅライブラリアドバイスが導入されていますが、あれはＡＩドリ

ルではありませんので、そういった子どもたちがタブレットを使ってＡＩドリルでどんど

ん学びを進めていくといった環境も、これからは必須ではないかということを再確認した

ところでございます。 

 先ほど、水川教育長からもティーチャーの役割というようなお話がございましたけれど

も、私もかねてから、これからの教育というのはティーチングではなく、コーチングの時

代だと色々なところで発信をしておりまして、そこにファシリテーターというキーワード

を今回いただきましたので、また私なりに理解を深めたいと思っております。時間の関係

もございますので質問は控えますが、今日はたくさんの気づきと学びをいただいたことに、

心から感謝を申し上げたいと思います。ありがとうございます。 

 それから、丸山先生にも、多治見市のこれまでの取組みの歩みについてお話いただき、

本当にありがとうございます。こうした取組は、ある意味とても先進的で、これまでなぜ

他市町が取り入れてこなかったのだろうかと、先ほどの休憩時間に水川教育長とも話して

おりました。まさに実際の制度の運用を変えるこういった取組みは、今後の検討において

も非常に大事なプロセスとなると思います。また本日は、メリットだけでなく課題につい

ても色々と教えていただき、こちらも大変参考になったところであります。 

 部活動に対して社会人の指導者の方に関わっていただく場合、その待遇をどうするかは

人材をしっかり確保していく上において、まさに不可避な議論のポイントだと思います。
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前回の会議においてスポーツ庁の藤岡様にも、国の方針として地域移行と言っておられる

以上、国としても一定の制度設計をしていただきたいということは申し上げました。 

これらの国の動きについては、今後、様々な協議がなされていくということであります

ので、その経過をしっかりと見守りつつ、私どもとして、岐阜市の子どもたちの部活動の

姿はこれからどうあるべきか、考えていきたいと思っております。どうもありがとうござ

いました。 

 

○佐藤事務局長 

 ありがとうございました。 

本日は、皆様より多くのご意見、また具体的な施策、方向性についてもご示唆を頂戴し、

誠にありがとうございました。いただいたこれらのご意見は、事務局で改めて整理させて

いただき、会議最終回での年間総括において、施策等としてお示しできればと思います。 

 なお、本日の会議録につきましては、後日、岐阜市ホームページでの公開を予定してお

りますので、宜しくお願いいたします。 

 また、平井様、丸山様におかれましては、本日は大変ご多忙の中、ご出席を賜り、誠に

ありがとうございました。 

 次回の第３回総合教育会議は、１０月１３日水曜日、１３時３０分より、開催を予定し

ております。子どもの学びの構造転換のテーマの下、探求的な学びを支える大人の問い、

関わり方、さらにはこれからの学びに応えていく学校の形などについて、ご協議をお願い

できればと考えております。詳細につきましては、改めてご連絡申し上げます。 

 それでは、これをもちまして令和３年度第２回岐阜市総合教育会議を閉会いたします。

本日は、誠にありがとうございました。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

（１６時００分閉会） 


